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（総合）研究報告書 

「CBRNEテロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究」 

研究代表者 近藤 久禎  

(国立病院機構本部・DMAT 事務局・次長) 

研究要旨 

 本研究は、国内外のネットワークを通じて最新の科学的・政策的知見を集約し、各

国の政策・実事例の分析を行い、その結果を厚生労働省に提示し、本邦における CBRNE

テロ災害・マスギャザリングに関する公衆衛生及び医療に予防・検知・対応能力の現状

の課題と改善点を提案する。また、これら明らかにされた課題・改善点に継続的に対応

していくために、本邦の健康危機管理対応に資する人材の強化に必要な事項を検討し、

その成果を素案として厚生労働省に報告する。更に、令和元年度厚生労働行政推進調査

事業費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）2020 年オリンピック・パラリ

ンピック東京大会等に向けた包括的な CBRNE テロ対応能力構築のための研究（R1 小井

土班）との連携の中で、本邦における公衆衛生及び医療分野における継続的な CBRNE

テロ対応を行う。

≪各分担研究概要≫ 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関する公衆衛生及び医療の予防・検知・対応に資す

る人材の強化に関する研究 

本研究では、CBRNEテロ対応能力の拡充及び本邦における継続的な CBRNEテロ対応能

力の向上を図るため、MED-ACT の改訂と社会医学系専門医研修プログラムにおけるテロ対

応課題も含めた研修プログラム（案）を作成した。 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関する国内外の最新の科学的・政策的知見に関わる

研究 

≪放射線テロ≫ 

体内被ばくは、感染症対策のみならず化学物質や重金属による中毒と共通する部分が多

く、中毒治療学などのくくりで講義や実習を行うなど、テロ対応医療者に共通項目として系統

的な研修が求められる。さらに放射線テロ対策としての薬剤の備蓄、事象発生時の特定医療

機関の役割、病院前医療体制の整備、研修の充実が図られるべきである。 

≪生物テロ及びリスクマネジメント≫ 

GHSAG BioWG に参画し、国際的な生物テロ対策の情勢を国内にフィードバックした。

COVID-19の生物テロ対策への教訓を検討し、COVID-19は、感染症の様々な基本対策とサ

ージキャパシティの構築に寄与し、また基本的な感染管理が関係諸機関に浸透した点が生物

テロ対策に寄与した一方で、新規感染症の報告体制や法執行機関との連携、自然発生とテ

ロによる発生のリスク認知のギャップ、リスクコミュニケーション、拡充された体制の維持に課題
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があることを指摘した。 

≪化学テロ≫ 

CEWGの活動を通じて、Opioidに対する的確な対応の準備を行うとともに、各国の組織・機

関間の連携を構築するためにも、現在企画中の「Recovery Workshop」への積極的な参加が

望まれる。新たな危機に備え、的確な対応手順の確立、国際的な連携を深めることが重要で

ある。 

わが国は松本サリン事件、東京地下鉄サリン事件（同時多発）や VX 殺傷事件など一連の

化学剤を用いたテロを経験してきたが、化学テロのリスクについての認識は専門家にも市民に

も乏しいのが現状である。化学兵器は今日厳然として存在する危機であり、常に新たな化学

剤が開発されている。世界的に懸念されている Opioid を用いたテロ（多数傷病者事案）は現

実にある危機として認識を改める必要がある。CEWG による Opioid に関する情報が間も無く

公開される。少なくともその内容に関しては国内の医療従事者に周知していかなくてはならな

い。 

≪爆弾テロ・爆傷≫ 

爆発損傷（爆傷）に対する防御および救護体制・救命処置の開発を目的として、国内外の

最新情報を収集し、本邦の爆傷に対する備えの現状を把握するとともに、その問題点を調査

した。さらに、爆傷の基礎研究を行ったところ、中動物に防弾チョッキを装着させると呼吸停止

の発生率を下げて救命効果があった。また、胸部全体と延髄を含む脳幹部を護ると爆発によ

る即死が免れ、爆発直後の血圧低下に対してはノルアドレナリン投与が有効であった。 

≪自衛隊・軍事関連分野における国際知見（NBC関連）≫ 

CBRNE テロリズム等の健康危機事態における原因究明や医療対応の向上に資する基盤

構築のために、生物・化学防護に関する科学技術会議(CBD S&T 2019)や放射線防護に関す

る国際軍事医学会議 (ConRad 2021)、生物剤防護に関する国際軍事医学会議 (Medical 

Biodefense Conference 2021)等に参加し、自衛隊/軍事関連分野における国際知見に関する

情報収集を行った。 

≪自衛隊・軍事関連分野における国内知見（救急・災害対応）≫ 

安全保障の点からは、病院は通常患者のみならずＮＢＣ患者を受け入れる事にも配慮した

構造を持つ必要がある。また、地理学的に有事の際に役割が与えられる可能性が高い医療

施設には、その役割が担える設備を与えなければならない。 

≪医療と法執行機関との連携≫ 

令和１年度に、法執行機関の隊員、指揮官、危機管理行政機関従事者、医療関係者を対

象とした研修のために「事態対処医療ガイドブック」を上梓し、法執行機関隊員と医療関係者

が最前線の現場から連携するために、本邦における法、医療体制に即した事態対処事案、

CBRNEテロリズム等への対応を明確にした。内容の概要は以下である。 

・事態対処現場での外傷診療の概要 

・事態対処現場での初期評価「Call-A-CABʼNGo」 

令和 2年度に予定していた事態対処医療研修は新型コロナウィルス感染症の流行により実

施できなかったが、令和 3 年度に戦術的戦傷者救護研修を法執行機関職員、消防職員、医
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療者に実施し、本邦で事態対処医療を実施するには、法執行機関隊員の CUF における知

識・対処方法を習得する重要性を示し、そのために法執行機関隊員が事態対処医療、特に

過去に経験した、または直面すると予想される課題を調査し、それらを想定した研修を行うべ

きであるとの結論に達した。 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関する国内外の知見を基に、予防・検知・対応能力

の現状と課題を明らかにする研究 

 内閣官房が把握する国内の CBRNE 関係の専門家リストを基に、専門家ネットワーク構

築を行い、CBRNE 関係の専門家の会合を実施した。但し、世界的な新型コロナウイルス

感染症流行のため、令和元年度はコロナ流行前に対面で 1度、令和 2年度はオンライン

にて 1度、令和 3 年度は予定演者及び主任研究者・分担研究者共に多忙であったため、

開催を見送った。 

研究代表者 
近藤久禎 国立病院機構本部・DMAT事務

局・次長 

研究分担者 
明石真言 東京医療保健大学・東が丘看護

学部・教授  
木下 学 防衛医科大学校・医学教育部医

学科免疫微生物学講座・教授 
齋藤大蔵 防衛医科大学校・防衛医学研究

センター外傷研究部門・ 教授
大西光雄 国立病院機構大阪医療センター・

救命救急センター・救命救急セン
ター長

竹島茂人 沖縄県立八重山病院・救急科・部
長 

若井聡智 国立病院機構本部・DMAT事務
局・次長 

齋藤智也 国立感染症研究所・感染症危機
管理研究センター・センター長 

高橋礼子 愛知医科大学・災害医療研究セ
ンター・助教

Ａ．研究目的 

 東日本大震災以降、危機における国の役

割の強化が課題となっている。現在、わが

国は、東京オリンピックや大阪万博など

様々なマスギャザリングイベントを控え、

近年の国際状況を背景に、CBRNEを用いた災

害、テロの脅威もある。このようなリスク

の増大の中で、厚生労働省の健康危機管

理・テロリズム対策の強化、特に公衆衛生

及び医療における対策の強化は喫緊の課題

である。そこで、本研究においては、世界

健康安全保障行動グループ会合（GHSAG）を

含む、国内外のネットワークを通じて国内

外の最新の科学的・政策的知見を集約し、

各国の政策・実事例の分析を行う。その結

果を厚生労働省に提示し、本邦における

CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関する

公衆衛生及び医療に予防・検知・対応能力

の現状の課題と改善点を提案することを目

的とする。また、これら明らかにされた課

題・改善点に継続的に対応していくために、

本邦の健康危機管理対応に資する人材の強

化に必要な事項を検討し、その成果を素案

として厚生労働省に報告することを目的と

する。 

更に、R1 年度厚生労働行政推進調査事業

費補助金（健康安全・危機管理対策総合研

究事業）2020 年オリンピック・パラリンピ

ック東京大会等に向けた包括的な CBRNE テ

ロ対応能力構築のための研究（研究代表

者：小井土雄一）との連携の中で、「CBRNE

テロ発生時の包括的行政対応に関する研究

（高橋礼子 研究分担者）」での成果の活用

及び「CBRNE テロ発生時の傷病者対応アウト

リーチツール作成に関する研究（高橋礼子

研究分担者）」で作成したアウトリーチツー

ルの改訂を行い、本邦における公衆衛生及
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び医療分野における継続的な CBRNE テロ対

応を行う点が、本研究における特色・独創

的な点である。 

 

Ｂ．研究方法 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関

する公衆衛生及び医療の予防・検知・

対応に資する人材の強化に関する研究

（高橋礼子 研究分担者） 

≪医療分野≫ 

1. 各分担研究者の成果及び CBRNE 専門家

会合での最新の知見等により、特に人

材育成強化に関する課題・改善点を抽

出・分析・統合する。 

2. H31 小井土班高橋分担（アウトリーチツ

ール）で作成したアウトリーチツール

の改訂に向けて、新規資料の収集及び

各分担研究者・協力者による掲載資料

の改訂（必要に応じて新規作成）を行

う。 

3. アウトリーチツールの各分野掲載資料

を人材育成・教育的観点から更にブラ

ッシュアップすると共に、アウトリー

チツール自体も人材育成・教育に資す

るコンテンツとして強化する。更に、

アウトリーチツール改訂版（プロトタ

イプ）についてユーザーによるモニタ

ー評価等を行い、利便性・有用性の評

価と最適化を図る。 

 

≪公衆衛生分野≫ 

1. H31 小井土班高橋分担（行政対応）との

連携により、特に人材育成強化に関す

る課題・改善点を抽出・分析する。 

2. 人材育成強化の具現化に向け、現行の

社会医学系専門医研修モデルプログラ

ム（特に基本プログラム内）での、抽

出課題・改善点のカバー状況を確認し、

人材育成強化に向けて獲得すべき能

力・強化すべき分野等の同定を行う。 

3. 社会医学系専門医研修モデルプログラ

ムの中でカバーされていない（若しく

は不十分）部分を中心に、社会医学系

専門医研修プログラムの『経験すべき

各論的課題（健康危機管理）』として活

用可能な研修プログラム（案）を策定

する。 

 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関

する国内外の最新の科学的・政策的知

見に関わる研究 

GHSAG を通じて、参加国における CBRNE

テロ災害・マスギャザリングに関する科

学的・政策的知見の状況を把握すると共

に、CBRNE テロ災害・マスギャザリング

に関する国内外の最新の学術研究・政

策・指針・ガイドライン、関連する技術

の開発の動向等の国際的な情報を収集・

分析する。特に、CBRNE 分野において先

進的な学術研究を行っている国際軍事医

学関連会議等に参加し、国際的な動向や

新たな知見を得る場として活用を図る。

各分野の研究分担者及び具体的な研究方

法は以下の通り。 

 放射線：明石真言 研究分担者 

国内外の RN 事故もしくはテロに関

する教育・研修の内容、構成等につい

て事例の分析を行う。また 分析を基に、

我が国における対応能力の現状の課題

と改善点を提案する。  

得られた現状の課題の改善のため、

我が国の健康危機管理対応に資する人

材の強化 に必要な事項（強化が必要な

分野、人材に求められる能力、育成プ

ログラム、育成後 の受け皿等）を検討

する。 
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 生物剤及びリスクコミニュケーシ

ョン：齋藤智也 研究分担者

① GHSAG を通じて、参加国における

CBRNEテロ災害・マスギャザリング

に関する科学的・政策的知見の状況

を把握した。グループの活動には、

定期的な電話会合及び年２回程度

の対面会合への参加を通じて行い、

情報の収集と分析、政策・人材育成

強化に向けた課題と改善点のフィ

ードバックを実施した。

② 公衆衛生を担当する組織及び行政

執行機関が発出した通知・通達、活

動マニュアル、ＨＰ等における

COVID-19 に関する対応を振り返り、

バイオテロ対策に繋がる教訓を抽

出し、課題を検討した。

 化学剤：嶋津岳士/大西光雄 研究

分担者

世界健康安全保障イニシアティブ

（GHSI）の化学イベントワーキンググ

ループ（CEWG）への参加

化学イベントワーキンググループの

議長を務めてきた近藤久禎氏（主任研

究者）に代わって、2013 年より英国の

David Russell教授とともに嶋津岳士氏

（令和元年・2年度の研究分担者）が本

WG の共同議長を務めていた。令和 3 年

度からは、英国が議長を務めることと

なった。 

○ WEB会議の日程

いずれも午前 8:00-9:30（オタワ時

間）に開催（日本時間で同日の午後 9:30

～、夏時間） 

 2020年 5月 28日

 2020年 7月 29日

 2020 年 9月 24日

 2020 年 12月 10日

 2021 年 3月 4日

 2021 年 4月 14日

 2021 年 5月 20日

 2021 年 7月 29日

 2021 年 10月 6日

 2021 年 12月 2日

 2022 年 2月 3日

 2022 年 3月 31日

 爆弾テロ・爆傷：齋藤大蔵 研究分

担者

（研究１）爆傷医学研究等を行ってい

る国内外の関係者、本邦の法執行機関

に所属する関係者等から情報を収集し

て課題を抽出するとともに、爆傷関連

の文献を渉猟し、本邦における爆傷の

救護・搬送体制について研究した。 

（研究２）防衛医科大学校防衛医学研

究センター内に設置したブラストチュ

ーブを用いて、駆動圧 3.0MPa で鎮痛

剤・鎮静剤麻酔下のブタ約 40kg を使用

し、自衛隊で用いている Type2 の防弾

チョッキの装着が超急性期の救命に繋

がるか否かの研究を行った。また、胸

部や後上頸部を守る鋼鉄製の防護具を

作成して、その救命効果についても研

究した。さらに、麻酔をかけたマウス

にレーザー誘起衝撃波（LISW）を曝露

する防衛医科大学校の爆傷オリジナル

モデル等を用いて、両側胸背部に LISW

照射後の致死的モデル等に対するカテ

コラミンの救命効果について研究した。 

 自衛隊・軍事関連分野における国際

知見（NBC 関連）：木下学 研究分

担者
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R1年度は、COVID-19 パンデミック直

前に米国オハイオ州シンシナチで開催

された米国防脅威削減庁 Defense 

Threat Reduction Agency (DTRA)が主

催する生物・化学防護に関する科学技

術会議 Chemical Bio Defense Science & 

Technology (CBD S&T) 2019 に現地参加

し、最新の CBRN防護に関する情報収集

を行った。CBD S&Tは隔年で開催されて

おり、次期大会が本来は 2021 年 11 月

30日～12月 3日にフロリダ州タンパで

開催予定であったが、機密保持上 Web

開催は不可能ということで中止となっ

た。 

このように、COVID-19 の蔓延により、

ほとんどの CBRN防護に関する国際学会

が中止となったが、R3 年度には一部が

Web 開催で再開された。そこで、R3 年

度に我々が Web 参加したドイツ連邦軍

放射線生物学研究所主催の ConRad 2021

（放射線防護に関する国際軍事医学会

議）やドイツ連邦軍微生物学研究所主

催の Medical Biodefense Conference 

2021（生物剤防護に関する国際軍事医

学会議）から、最新の CBRN 脅威の動向

を検討した。 

さらに、R2年度には、「すぐに分かる

CBRN 事態対処 Q＆A」（イカロス出版）

を共同研究者らと出版し、本著での情

報を基に、最新の CBRN脅威の動向に関

して、その歴史的経緯も念頭に考察し

た。一方、COVID-19感染症に関しても、

我々は発症当初よりその起源に高い関

心を持っており、遺伝子情報からみた

COVID-19 の起源に関しても考察を行っ

た。 

 

 自衛隊・軍事関連分野における国内

知見（救急・災害対応）：竹島茂人 

研究分担者 

①感染対策としての有効策を検証す

る。⇒自施設内での情報収集 

②重症傷者搬送についての問題点を

明らかにする。⇒各方面への電話等に

よる情報収集 

 

 医療と法執行機関との連携：若井聡

智 研究分担者 

CBRNE テロリズム等の健康危機事態

における医療対応の向上に資する基盤

構築を効果的に進めるために、「事態対

処医療ガイドブック」（へるす出版）を

上梓し、事態対処事案、CBRNE テロリズ

ム等への対応について、外国と我が国

の歴史的経緯とともに紹介した。さら

に国際的に戦術的戦傷者救護 TC3 の指

導を行なっている、救急救命士資格を

持つ１等陸曹を講師として招聘し、独

立行政法人国立病院機構大阪医療セン

ターにおいて、２日間にわたり 30名（法

執行機関職員、消防職員、医療者）が

参加した研修・実戦訓練を実施し、参

加者から聞き取り調査を行って課題を

抽出し、対応策を検討した。 

 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関

する国内外の知見を基に、予防・検知・

対応能力の現状と課題を明らかにする研

究（若井聡 研究分担者） 

 内閣官房が把握する国内の CBRNE 関係

の専門家リストを基に、専門家ネットワ

ーク構築を行い、CBRNE 関係の専門家の

会合を実施する。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究においては特定の個人、実験動物
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などを対象とした研究は行わないため倫理

的問題を生じることは少ないと考えられる。

しかし、研究の過程おいて各機関、それに

所属する職員等の関与が生じる可能性があ

るため、人権擁護上十分配慮すると共に、

必要であれば対象者に対する説明と理解を

得るよう努める。   

 

Ｃ．研究結果 

⚫ CBRNEテロ災害・マスギャザリングに関

する公衆衛生及び医療の予防・検知・

対応に資する人材の強化に関する研究

（高橋礼子 研究分担者） 

≪医療分野≫ 

1. 人材育成に関する課題抽出 

総論的な内容としてはＮＢＣ災害・テロ

対策研修事業等で対応しているものの、当

該研修受講者が国民保護計画上の「救急医

療派遣チーム」として定義されている訳で

はないのが現状である。また各論の対応状

況の詳細については、行政文書上では一部

不十分・不明な部分も見受けられる。具体

的には、生物テロに関しては、厚生労働省

国民保護計画上に個別記載があるため、

IDES プログラムにてテロ対応含めた一定の

人材育成は行われていると思われるが、長

期間の研修で育成人数も限られており、『生

物テロ対応の医療チーム』としての現場活

動等は難しい可能性もある（但し、現場か

ら行政まで含めて「マネジメントができる

人材」としては有用である可能性が高い）。

一方で、化学、核・放射線、爆発テロにつ

いては行政文書上の明文化はなく、特に

核・放射線テロに関しては、原子力災害派

遣チームをテロ対応に活用可能かも含めて

整理・検討が必要である。 

2. アウトリーチツール改訂に向けた資料

収集・改訂 

令和 2 年度に 3 点、令和 3 年度に 1 点の

資料の収集を行った。 

【令和 2年度追加分】 

≪C（化学）≫ 

 第 4 世代神経剤(fourth generation 

agent: FGA)医学的管理の指針： 

平成 31年度厚生労働行政推進調査事業

費補助金（厚生労働科学特別研究事業）

「2020 年オリンピック・パラリンピッ

ク東京大会等に向けた包括的な CBRNE

テロ対応能力構築のための研究」 

分担研究：「CBRNE テロ発生時の傷病者

対応アウトリーチツール作成に関する

研究（化学テロ対応）」（分担研究者 水

谷太郎） 

 3次救急・災害医療体制が整備された救

急医療機関における化学テロ対応標準

初動マニュアル（改訂版）： 

平成 30年度厚生労働行政推進調査事業

費補助金（健康安全・危機管理対策総

合研究事業）「2020 年オリンピック・パ

ラリンピック東京大会等に向けた科学

テロ等重大事案への準備・対応に関す

る研究」 

分担研究：「化学テロ発生時の多数患者

対応（病院内）に関わる研究」（分担研

究者 本間正人） 

 CHEMM-IST 使用マニュアル： 

平成 30年度厚生労働行政推進調査事業

費補助金（健康安全・危機管理対策総

合研究事業）「2020 年オリンピック・パ

ラリンピック東京大会等に向けた科学

テロ等重大事案への準備・対応に関す

る研究」 

分担研究：「化学テロ発生時の多数患者

対応（病院内）に関わる研究」内、「化

学 ハ ザ ー ド 緊 急 医 療 管 理 ツ ー ル

(CHEMM:Chemical Hazards Emergency 
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Medical Management)に関する研究」（研

究協力者 高橋 礼子） 

【令和 3年度追加分】 

≪C（化学）≫ 

 自動注射器研修関連資料： 

令和 2 年度厚生労働行政推進調査事業

費補助金（健康安全・危機管理対策総

合研究事業研究事業）「2020 年オリンピ

ック・パラリンピック東京大会等に向

けた本邦における CBRNE テロ等重大事

案への対応能力向上のための実践的研

究」 

分担研究：「化学テロ現場における非医

師等による自動注射器使用教育につい

ての研究」（研究分担者 阿南英明） 

➢ 講義資料（スライド） 

➢ 講義動画 

➢ 試験関連資料（筆記試験問題、実技

試験評価票） 

➢ Q&A 

3. アウトリーチツール改訂及びモニター

調査 

 2 で収集した資料の掲載に加え下記の機

能改訂等を行い一般公開を行った。 

⚫ 機能追加 

➢ ユーザープロファイルの追加：ユー

ザー別に各資料及び個別項目をピ

ックアップして表示 

✓ 医療対応指揮者・病院管理者向

け 

✓ 患者対応者向け（医師・看護

師・薬剤師等） 

✓ テロ現場対応者向け（消防・警

察・自衛隊・海保職員等） 

➢ 検索機能の追加 

➢ 単語からのページ移動機能の追加 

➢ 各資料の掲載元や関係機関等のリ

ンクページの作成 

➢ 各資料での引用文献の掲載元等へ

のハイパーリンクの追加 

⚫ デザイン修正・その他 

➢ 名称変更： 

旧）CBRNE テロ発生時の傷病者対応

アウトリーチツール 

新 ） MED-ACT(Medical Emergency 

Directory Against CBRNE 

Terrorism):CBRNE テロ対策医療・

救護支援ツール 

➢ コンテンツページ： 

全資料名をツリー形式で表示 

➢ 概要ページ： 

序文、ウェブサイトの使い方、利用

規約等を集約・明記 

➢ 国立保健医療科学院 H-CRISIS コン

テンツの一環として一般公開（令和

3年 3月 31日公開） 

https://www.niph.go.jp/h-crisis

/medact/ 

 更に WEB アンケート（項目の詳細は資料 1

を参照）にてモニター調査を行った。対象

は DMAT インストラクター・タスク（MLにて

周知）とし、ML 登録者約 2000 名の内、22

名から回答を得た。以下に、主なアンケー

ト結果を示す（詳細は、資料 2 を参照）。 

  

【Q1】総論部分は、臨床現場で活用する際

の内容として十分ですか？   

 専門的すぎる 4 

 丁度良い 16 

 内容が不足している 2 

  

【Q2】総論部分は、臨床現場で活用する際

に読みやすい・見やすいですか？  

 読みやすい・見やすい 8 

 普通 12 

 読みにくい・見にくい 2 
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【Q3】各論（化学テロ）部分は、臨床現場

で活用する際の内容として十分ですか？  

 専門的すぎる 3

 丁度良い 19

 内容が不足している 0

【Q4】各論部分（化学テロ）部分は、臨床

現場で活用する際に読みやすい・見やすい

ですか？ 

 読みやすい・見やすい 6

 普通 14

 読みにくい・見にくい 2

【Q5】各論（生物テロ）部分は、臨床現場

で活用する際の内容として十分ですか？  

 専門的すぎる 1

 丁度良い 21

 内容が不足している 0

【Q6】各論部分（生物テロ）部分は、臨床

現場で活用する際に読みやすい・見やすい

ですか？ 

 読みやすい・見やすい 5

 普通 16

 読みにくい・見にくい 1

【Q7】各論（核・放射線テロ）部分は、臨

床現場で活用する際の内容として十分です

か？ 

 専門的すぎる 3

 丁度良い 19

 内容が不足している 0

【Q8】各論部分（核・放射線テロ）部分は、

臨床現場で活用する際に読みやすい・見や

すいですか？ 

 読みやすい・見やすい 6

 普通 16

 読みにくい・見にくい 0

【Q9】各論（爆発テロ）部分は、臨床現場

で活用する際の内容として十分ですか？  

 専門的すぎる 4

 丁度良い 18

 内容が不足している 0

【Q10】各論部分（爆発テロ）部分は、臨床

現場で活用する際に読みやすい・見やすい

ですか？ 

 読みやすい・見やすい 8

 普通 14

 読みにくい・見にくい 0

【Q11】PWA 機能（オフラインでも資料閲覧

が可能な機能）は有用ですか？ 

 有用である 15

 機能自体は有用だが使いにくい 2

 不要である 0

 使っていないのでわからない 5

【Q12】ユーザープロファイル機能（ユーザ

ー別に各資料及び個別項目をピックアップ

して表示）は有用ですか？ 

 有用である 12

 機能自体は有用だが使いにくい 3

 不要である 1

 使っていないのでわからない 6

【Q13】単語からのページ移動機能は有用で

すか？  

 有用である 16

 機能自体は有用だが使いにくい 3

 不要である 0

 使っていないのでわからない 3
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【Q14】引用文献の掲載元等へのハイパーリ

ンク追加は有用ですか？  

 有用である 14 

 機能自体は有用だが使いにくい 2 

 不要である 1 

 使っていないのでわからない 5 

  

【Q15】検索機能は有用ですか？  

 有用である 18 

 機能自体は有用だが使いにくい 1 

 不要である 0 

 使っていないのでわからない 3 

  

【Q16】MED-ACT を CBRNE テロ等発生時の対

応資料として活用したいですか？  

 活用したい 20 

 活用したくない 0 

 わからない 2 

 

≪公衆衛生分野≫ 

1. 人材育成強化に関する課題・改善点の

抽出・分析 

ＮＢＣテロその他大量殺傷型テロ対処現

地関係機関連携モデルにて、保健所・地方

衛生研究所による活動（現地調整所での活

動を含む関係機関との連携、原因物質の同

定等の各種対応）が記載されており、実際の

テロ対応においてマネジメント含めた役割を

担う必要がある事が示されている。しかし、そ

のための人材育成については、厚生労働省

国民保護計画上で保健所・地方衛生研究

所職員に対しての研修の推進が謳われてい

るものの、具体的な研修実施状況や育成人

材の把握状況等については、本研究結果か

らは不明である。一方で、2016 年度より開始

された社会医学系専門医制度で求められる

専門性の中に、CBRNE テロを含めた健康危

機管理の内容も盛り込まれているため、本制

度での人材育成の中で、教育内容の補完や

育成人材の把握が出来る可能性もある。 

2. 社会医学系専門医研修モデルプログラ

ムの中でカバーされていない部分・不

十分な部分の同定 

社会医学系専門医研修プログラム基本

プログラムおける専攻医教育の状況とし

ては、e-ラーニングの中で直接的に CBENR

テロ等を扱っているのは化学物質・放射

線の項目のみであったが、テロ含めた健

康危機管理事案におけるマネジメント体

制（自然災害からの応用含む）や、関連

事項としての感染症・食中毒（事件性の

ある事案）について、基礎的な内容を網

羅的に学習することが可能であった。一

方で、eラーニング動画はあくまで基礎的

な内容を習得するためのものであり、ま

た現状の動画は全て平成 30年 2月に撮影

されたものであったため、最新のトピッ

クス（例：新型コロナウイルス感染症に

伴う感染症対策・健康危機管理対応の変

化、東京オリンピック・パラリンピック

開催に伴うテロ対応体制の強化状況等）

については、習熟が困難であることが判

明した。このため最新のトピックスにつ

いては、各施設での研修プログラムの各

論的課題（テロ対策・パンデミック対策・

感染症対策等）の中で実践の場を提供し、

CBRNE テロ対応に関する人材の強化に繋

げる必要があると考えられる。 

3. 社会医学系専門医研修プログラムの

『経験すべき各論的課題（健康危機管

理）』として活用可能な研修プログラム

（案）を策定 

(ア) 各論的課題（健康危機管理）での実

践に関する研修プログラム（案）を作

成（詳細は資料 3 参照） 

研修プログラム（案）として、以下
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の 3 項目に分けて整理・作成した。 

➢ 研修全体の大まかな流れ・概要 

 テロ関連課題に先行して、総括的課

題で災害対応を主軸にしたものを

経験したり、各論的課題の大規模災

害対策を経験する 

 テロ対応は実践例が非常に稀であ

るため、訓練企画や対応計画策定等

をベースに課題付与する 

➢ 課題の具体例 

 テロ関連訓練の企画・実施 

 災害 BCPへのテロ事案の組込み 

➢ 課題実施時のプロセス 

 情報収集→情報の分析→解決のた

めの計画の立案→実行→評価 

 

(イ) 研修プログラム（案）に沿った課題

の実施（詳細は資料 4参照） 

I. 研修実施状況・課題設定（関連分野の

み抜粋） 

➢ 研修 1年目  

【総括的な課題】 

 組織マネジメント：札幌市における

コロナ対応体制作り 

 プロセスマネジメント：R2 大規模

地震時医療活動訓練（北海道）の企

画 

【各論的な課題】 

 大規模災害対策：R2 大規模地震時

医療活動訓練（北海道）での対応計

画策定・検証 

➢ 研修 2 年目 

【各論的課題】 

 テロ対策：『神経剤解毒剤自動注射器

の配備・配送訓練』の企画・実施を

課題として設定 

 

II. 課題実施プロセス 

① 情報収集 

本邦における Cテロ対策全般と自動

注射器導入の経緯について確認 

② 情報の分析 

R2小井土班（国家備蓄・自動注射器

の配備・配送についてのコンピュータ

ーシミュレーション）での結果を踏ま

えた問題点の整理 

③ 解決のための計画の立案 

対応計画として、以下のステップを

設定。 

i. 国家備蓄の備蓄場所から医療

機関への配送 

ii. 自動注射器の事前配備場所か

ら発災現場への配送 

iii. 発災現場における自動注射器

の使用も含めた現場活動 

iv. 発災現場から医療機関への傷

病者の搬送 

v. 医療機関における受入れ・外来

診療・入院 

④ 実行 

対応計画の内、有識者・関係機関等

へのヒアリングにて検証するパート

（ⅱ）、机上訓練で検証するパート（ⅲ、

ⅳ、ⅴ）、実動訓練で検証するパート

（ⅰ）に分けて設定 

⑤ 評価 

当初のシミュレーション結果より

も、時間が掛かる/条件が増えること

が判明。 

⑥ 評価結果に基づく継続的改善 

検証結果を踏まえ、追加/新規デー

タを踏まえた配備・配送シミュレーシ

ョンを実施予定。 

 

(ウ) 研修プログラム（案）のブラッシュ

アップ 
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≪専攻医ヒアリング≫ 

➢ 課題の内容

オリパラのタイミングもあり、実動のみ

では検証が難しい事案について、小井土班

でのコンピューターシミュレーション等も

含めた検証に携わることが出来、非常に良

い経験になった。 

➢ 課題の難易度

一般論として、指導医含めて前例・経験

が少なく、決まり事も少ないので、『セオリ

ー通りの課題経験』という事にはなりにく

い。また、教科書や勉強会等が少なく、知

識を身に着ける機会がどうしても少ないた

め、相対的に課題の難易度は高く感じると

思われる。 

➢ 先行課題との関連付けの必要性

危機管理対応全般の基礎として学ぶこと

が出来るため、先行して大規模災害等の課

題を経験出来るとよい。 

➢ 課題実施のタイミング（研修年次とし

て適切か）

副分野での学習をどの程度重点的に行う

かにもよるが、3年目に副分野経験及び主分

野経験課題の論文化等を行うならば、1年目

で大規模災害関連課題を先行経験した上で、

2 年目でのテロ関連課題の経験が良いかと

思う。一方で、DMAT 事務局での経験ベース

に考えれば、1 年目で基礎（DMAT 養成研修

等）、2年目で災害訓練主担当、3年目でCBRNE

（特殊災害）という流れがスムーズと思わ

れる。 

≪指導医ヒアリング≫ 

➢ 課題設定の一般化にあたっての課題

DMAT 事務局では、指導医の専門分野によ

りテロ関連課題の設定も比較的容易だが、

指導医の専門性により設定困難な場合は、

テロ対策研修等の実績のある施設との連携

（例：新潟大学災害医療教育センターの教

育プログラム等の活用）を行うと良い。ま

た可能であれば、専門センター（中毒情報

センター・放医研・感染研等）との連携を

図ると、より専門的な学習が可能である。 

更に、テロ対策は医療関係者だけでなく

実動部隊（消防・警察・自衛隊・海保等）

との連携も重要であるため、指導医により

意見交換等の場を積極的に設けることも、

課題経験の中で必要である。 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関

する国内外の最新の科学的・政策的知

見に関わる研究

 放射線：明石真言 研究分担者

【国際研修に関する情報の収集】 

国際研修に講師として参加し、放射線

被ばくに関する情報を収集した。 

(1) IAEA 国際原子力機関（オーストリ

ア）

1) IAEA reginal workshop on medical

preparedness and response in a

nuclear or radiological emergency in

cooperation with the government of

Cyprus

開催年月日：2019 年 5 月 6 日～10

日

開催場所：ニコシア、キプロス

参加者は、医師、看護師、医学物理

士、救急隊員であった。12 の講義、

デスクトップドリル、Personal

protective equipment (PPE)の脱着実

習から構成されている。医療者にと

って重要な、世界で実際に起きた過

去の事例を多く取り入れているの

が特徴である。

2) IAEA Regional Training Course

Emergencies hosted by the

Government of Uruguay
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開催年月日：2019 年 5 月 27 日～31

日 

開催場所：モンテビデオ、ウルグア

イ 

内容はキプロスと同様である。 

3) WEBINAR on medical response to 

nuclear and radiological safety or 

security related emergencies: Lessons 

learned from case studies. “Fukushima 

Daiichi Accident” （オンライン） 

開催年月日：2020 年 8 月 27 日（木） 

(2) WHO 世界保健機機関 （スイス） 

  WG on Revision of WHO's 2007 report    

   on stockpile for radiation emergencies  

   Web 開催にて会合を 2021 年 5 月 27

日、8 月 17 日、9 月 23 日、10 月 15 日

の 4 日間行った。 

 WHO は 2007 年 2 月 14-16 日に”WHO 

consultation meeting on development of 

stockpiles for radiation and chemical 

emergencies”を開催し、”Development of 

stockpiles for radiation emergency” とい

う報告書を刊行している。今回この報

告書を改訂した。原子力・放射線災害/

テロ時医療に必要な医薬品にとどまら

ず、治療法にも言及しており、研修の

テキストとしても有用である。 

(3) その他の機関による国際研修 

1) 5th International and 7th National 

Tabletop Exercise and Communication 

in Disaster Medicine (TOPCOM VII) 

開催年月日：2019 年 7 月 1 日～2

日 

開催場所：クアラルンプール、マレ

ーシア 

クアラルンプールで中心的な医療

機関である Selayang 病院の救急外

傷部門が 、テロと災害に対する医

療対応のために毎年開催している

研修・シンポジウムである。 

2) 24th Congress of APBMT (Asia 

Pacific Blood and Marrow 

Transplantation) 2019 in conjunction 

with the ICBMT (International 

Conference on Blood and Marrow 

Transplantation) 2019 

(APBMT&ICBMT 2019) 

開催年月日：2019 年 9 月 1 日～2

日 

開催場所：釜山、韓国 

アジア太平洋血液・骨髄移植学会が、

高線量全身被ばく患者の治療に関

して、情報収集を行った。ヨーロッ

パでは、骨髄移植は行わないことを

原則とするが、３週間回復傾向がな

い場合に限り、移植を考慮する。特

に多人数事象を想定すると、我が国

においても治療方針を、学会レベル

で早急に打ち出すことが望まれる。 

3) CBRNe SUMMIT ASIA 

開催年月日：2019 年 12 月 3 日～5

日 

開催場所：バンコク、タイ 

4) NPO 法人（オランダ） IB 

Consultancy NCT Virtual Asia（オン

ライン）COVID-19: Insights on an 

Epidemic Outbreak.  

開催年月日：2020 年 11 月 13 日（金） 

 

【国内の教育・研修に関する情報の収

集】 

国内で行われた教育・研修に参加し、

情報を分析した。 

 

(1) 特定非営利活動法人 NPO 等 

【NPO 法人 NBCR 対策推進機構】 
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1) 2019 年 7 月 7 日（日）「放射線テロ・

災害の医学的対応」第 1 回放射線テ

ロ・災害及び核テロ・核災害対策担

当者養成講習会（ヒューリック浅草

橋ビル） 

2) 2019 年 9 月 22 日（日）「放射線テ

ロにおける病院での初期対応」第 2

回 CBRNE テロ・災害医療対策担当

者養成講習会 

3) 2020 年 1 月 26 日（日）「放射線の

医学的対応-救命・救急医等が知っ

ておくべきこと-」埼玉県医師会放

射線災害・CBNE 災害現場の対応医

療研修会（埼玉県医師会） 

4) 2020 年 3 月 23 日（日）「放射線テ

ロ・放射線災害の動向と対策-消防

職員のための基礎知識-」消防職員

のための CBRNE 災害と現場の対

応担当者養成講習会（ヒューリック

浅草橋ビル） 

5) 2020 年 7 月 12 日（土）第 2 回「消

防職員のための CBRNE 災害と現

場の対応担当者養成講習会」一消防

職「放射線テロ・放射線災害の動向

と対策一消防職員のための基礎知

識一」 

6) 2020 年 11 月 8 日（日）第 3 回消防

職員等のための CBRNE 災害と現

場の対応担当者養成講習会 「消防

職員及び CBRNE 災害対策担当者

等が知っておくべきこと-」 

7) 2020 年 12 月 6 日（日）CBRNE 講

習会「放射線テロ・放射線災害と医

療対策」 

8) 2021 年 6 月 27 日（日）第 4 回消防

職員等や医療従事者のための

CBRNE テロ・災害と現場の対応 担

当者養成講習会「放射線テロ・放射

線災害と対策－東京オリパラ大会

等で気を付ける点等－」 

9) 2021 年 12 月 19 日（日）医療従事

者・消防職員等のための CBRN 災

害医療対策講習「放射線テロ・放射

線災害の動向と対策－消防職員の

ための基礎知識－」  

【特定非営利活動法人災害医療 ACT 研   

 究所】 

1) 2019 年 6 月 29 日（土）「原子力災

害への対応の実際」宮城県災害医療

従事者研修（東北大学 災害科学国

際研究所） 

2) 2019 年 9 月 21 日（土）「原子力災

害への対応の実際」災害保健医療コ

ーディネート研修座学コース IN 福

島（ラコパふくしま） 

3) 2020 年 2 月 23 日（日）「原子力災

害への対応の実際」災害保健医療福

祉コーディネート 座学研修ＩIN

神戸（兵庫県災害医療センター） 

4) 2020年 7月 19日（日）2020年度 災

害医療従事者研修「原子力災害への

対応の実際」 

5) 2021 年 6 月 26 日（土）2021 年度災

害医療従事者研修（オンライン）「原

子力災害への対応の実際」 

(2) 消防関連 

【千葉市消防学校】 

1) 2020 年 2 月 8 日（金）「特別病態別

応急処置 放射線障害」救急科救急

課程第 20 期講 

2) 2020 年 3 月 15 日（金）「放射線災

害」警防科特殊災害課程 13 期“隊長

コース”講義 

3) 2019 年 6 月 19 日（水）「特殊災害

と保安放射線災害」初任科基礎課程

第 24 期講義 
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4) 2019 年 10 月 11 日（金）「警防対策 

放射線災害」千葉市消防学校 警防

科警防課程 

(3) 警察関連 

【警察庁警察大学校】 

1) 2019 年 8 月 30 日（金）「放射性物

質に関する基礎知識と対処」警察大

学校専科第 2293 期“機動隊幹部” 

(4) 教育・学術関連 

【防衛医科大学】 

1) 2019 年 9 月 27 日（金）「放射線災

害に対する対応と備え」シンポジウ

ム 緊迫する国際情勢と CBRN 驚

異に対する備え（ホテルグランドヒ

ル市ヶ谷） 

【鹿児島大学】 

1) 2019 年 6 月 24 日（月）「事故の経

験と教訓」鹿児島大学令和元年度更

新放射線取扱者再教育訓練（鹿児島

大学） 

【長岡技術科学大学】 

1) 2019 年 9 月 15 日（日）「放射線被

ばくと健康影響」技大祭市民公開講

座 

2) 2021 年 1 月 14 日（木）原子力安全

フォーラム「原子力・放射線事故医

療の専門家として、過去の事故を振

りかえる。」 

(5) 教育・学術関連 

 2020 年 8 月 19 日（水）茨城県 医

師会・薬剤師会による安定ヨウ素剤

の事前配布(薬局配布方式)に係る

医師及び薬剤師向け研修会 講師

「「安定ヨウ素剤について」  

 2020 年 10 月 4 日（日）学校法人東

日本国際大学国際シンポジウム、

「東日本大震災と原発事故からの

10 年 被ばく医療初動から復興を

展望して」 

 2021 年 3 月 15 日（月）国立研究開

発機構法人量子科学技術研究開発

機構 人材育成センター 第 4 回

防護健康影響課程講師「被ばく事故

例」 

 

 生物剤及びリスクコミニュケーシ

ョン：齋藤智也 研究分担者 

⚫ GHSAG BioWG 会合は、３年間で関係

会合が計９回行われた。うち当初の

２回は新グループ発足に関する会

合、５回は COVID-19に関する会合、

最近の２回が生物テロ対応に関す

る会合であり、生物テロに関する議

論の進捗に乏しかったが、再度シナ

リオに基づく演習と SOP の開発に

向けて、国際連携をおこなっていく

ことが確認された。 

⚫ COVID-19 対策は、社会全体の感染

症に対するレジリエンスを大幅に

強化する結果となったと考えられ

る。さまざまな感染症の基本対策と

サージキャパシティの構築に寄与

し、また基本的な感染管理が関係諸

機関に浸透した点が生物テロ対策

に寄与すると考えられた。一方で、

新規感染症の報告体制や法執行機

関との連携、自然発生とテロによる

発生のリスク認知のギャップ、リス

クコミュニケーション、拡充された

体制の維持に課題があると考えら

れた。 

 

 化学剤：嶋津岳士/大西光雄 研究

分担者 

Web 会議の主要なトピックスとして

は、(1)従前からの課題であるが、フェ
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ンタニル系薬物の散布による化学テロ

の危険性が増している。Opioid の脅威

に関するレビュー（Public Health and 

Medical Preparedness for Mass 

Casualties from the Deliberate 

Release of Opioids）の最終稿が出来

上がった状態（12 月現在）であり公開

され次第、日本でも周知していく必要

がある。 

(2)広範囲に影響を及ぼす災害から

の 回 復 に 関 す る ワ ー ク シ ョ ッ プ

（Recovery Workshop）。化学災害（加

えて爆発、原子力災害、COVID-19 パン

デミックを含む）後のコミュニティー

の回復に関するシンポジウムが 2022年

1 月に開催された（資料 8）。シンポジ

ウムの目的は 5つ挙げられている。 

1. 化学物質事故の危険にさらされて

いるコミュニティーの特定するこ

と 

2. 事故の影響を受けながらも利用可

能な公衆衛生ツールの評価するこ

と 

3. 事故後のコミュニティーの回復を

促すために利用・展開できる公衆衛

生介入に関して説明すること 

4. 事故後のコミュニティーにおける

コミュニケーションおよびエンパ

ワーメントに関する方法論を説明

すること 

5. 事故の影響を減弱させ、それによっ

て回復力を高め、回復を促進するた

めのツールや手順の概要を示すこ

と 

が挙げられている。取り上げらた事故

事案をシンポジウムが開かれた日程順

に示す。本シンポジウムは録画記録さ

れ、公開される予定となっているが、

本報告書作成時点ではまだ公開されて

いない。（発表時の画面情報を資料とし

て本報告書を作成した。） 

シンポジウムを通して注目されてい

た課題は 

⚫ 医療システムと公衆衛生に関する

準備と対応における体系的な取り

組み（systemic challenges in the 

healthcare system and public 

health preparedness and 

response） 

であった。 

 

2022 年 1月 13日開催 

テーマ：危険にさらされているコミュ

ニティーの特定） 

⚫ ベイルート港爆発事故（2020 年） 

この事故では、硝酸アンモニウムが

爆発したが、人的影響として年齢、性

別、体重、フィットネス、個人防護具、

栄養、治療へのアクセスで検討されて

いた。また環境要因として、開放空間、

閉鎖空間、建造物の崩壊、衝撃波の反

射や防護の影響、粉塵やその他のハザ

ードに関して検討されていた。 

化学物質暴露を伴う爆傷の性質があ

ったが、トキシドロームとして認識さ

れたものはなかった。 

SNS による誤った情報の拡散が認め

られた。 

環境へのリスクアセスメントが行わ

れた。影響を受けたエリアを特定し、

情報を収集し大気のモニタリングや放

射線量測定が行われた。調査内容とし

ては、粉塵に含まれるアスベストのモ

ニタリングや、損壊した建造物から漏

出した化学物質、火災の危険性、港湾

に運搬されていた食品の安全性、飲料
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水や排水の汚染が挙げられた。アクシ

ョンプランとして、記録すること、廃

棄物の処理方法や移送方法、飲料水の

評価、火災予防が挙げられ、緊急リポ

ートとしてハザードを特定し、曝露時

の評価、危険性の内容、リスクマネー

ジメント/リスクコミュニケーション

を発出し順次アップデートした。 

これらのアクションプランを実行に

移すにあたり、SNSでは放射性物質への

曝露が問題となっていたため、客観的

情報（空間放射線量がバックグラウン

ドレベルのままであることなど）をレ

バノン原子力エネルギー委員会から発

出した。アスベストの飛散に関する不

安も高まっていたが、実際に港湾地区

の大気からアスベストが検出されたた

め、広範囲にアスベストのモニタリン

グを行ったが他の地域からは検出され

なかった。しかし、アスベストが懸念

された建造物を解体する場合には評価

を行った。爆発 1 ヶ月後に二次火災が

発生し、煙を吸入しないように勧告が

なされた。さまざまな瓦礫が集積され

たエリアからの火災であったが、タイ

ヤやプラスチック、油や電化製品が燃

えたものと考えられた。アスベストは

含まれない建造物の火災であった。し

かし、広域火災となった場合の避難所

や退避方法に関しては調整がなされて

いない課題が明らかとなった。 

地域コミュニティーとのコミュニケ

ーション方法における課題としては、

さまざまな利害関係者に対して導入可

能な内容であり、目的（例：行動変容）、

対象者（例：爆発エリアの周囲の居住

者）、特定の課題に対する対処（例：所

有物の清掃法）、時期の設定、これらコ

ミュニケーションの効果のモニタリン

グが挙げられた。 

労働衛生に関しては、瓦礫を処理す

るボランティアや NGO 職員などの個人

防護具（PPE）が適切であるか、アスベ

ストの危険性などが含まれたが、国際

労働機関（ILO）などのアドバイスを受

けることとなった。 

このような取り組みの結果、復興時

の健康に関する助言が出された。その

中には、ハザードに関して詳述され、

アスベスト含有の瓦礫や汚染された所

有物の清掃法、マスクの使用、子供の

屋外活動、被災地域内で働く NGO 職員

を通じた地域住民とのコミュニケーシ

ョンが含まれた。 

健康管理に関して、短期および長期

の健康管理のために登録業務を行なっ

た。曝露レベルを被災場所との位置関

係から５段階で評価し、居住者、緊急

対応者、ボランティア、訪問者等に分

類し登録した。ベイルート病院やレバ

ノン赤十字が把握している傷病者デー

タ等を基本に WHO の健康管理プロトコ

ールに準拠して行われた。 

一連の対応における成果物として、

環境公衆衛生レポート、WHO レバノン火

災通知文書、科学技術ワーキンググル

ープ設立、健康管理プロトコールガイ

ドライン、環境公衆衛生通知戦略、復

興での防護的活動文書が挙げられた。

これらにより、利害関係者同士での協

働や意思疎通が図られ、国内外の関係

者に対してアクションプランが明らか

となり、大衆への連絡が改善され防護

的な行動が促された。 

現在では、化学物質に関する安全ト

レーニングや PTSDを含む精神的な評価
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等が取り組まれている。また、発災三

週間以内にヘルスケアシステムは回復

していたことや、地域コミュニティー

が心理的応急対応や心理社会的サポー

トに取り組んでいることが強調された。 

 

2022年 1月 20日開催 

テーマ：コミュニティーとの関わり 

⚫ ミシガン州フリントの水質汚染

（2016 年）：長期にわたる鉛等での

水質汚染 

フリントは 1908年に設立されたゼネ

ラルモータースが 1940年代に工場群を

建設し、1960 年代に人口は 20万人に増

加し、1986年ごろから 1999 年にかけて

すべての工場が閉鎖された地域である。

2014 年 4 月から飲料水をフリント川か

ら取水し始め、住民は当初から異臭に

気づいていたが、市は安全であると宣

言した。しかし、2016 年 1 月にミシガ

ン州はフリントの飲料水に対して鉛が

含まれているとして緊急事態宣言を出

すことになった。 

オペレーションは、５つのタスクフ

ォース（水質、保健福祉、栄養学と教

育、健康と医療、公衆衛生）から構成

された。地域コミュニティーとの関わ

りで念頭に置いていたのは“People 

want to know that you care, before 

they care what you know.（住民が気

にしていることは、我々が知ったこと

で何を気にしているかではなく、我々

は何を気にしているか？である。）”で

あった。シンポジウムではフリントで

の当時の調査結果において”信頼“軸

と”有用“軸に分けた四分表が示され

コミュニティーに関わる機関等を分類

していた。例としては、大学の科学者

や家族、教会のコミュニティーが比較

的高く評価され、州の科学者や州の公

式見解は低く評価されていた。このよ

うな背景を理解した上で、アクション

プランが練られた。例えば、水質検査

においては州と利害関係のない科学者

立会のもとで行い、信頼性を高めた。

また、コミュニティーグループ、オー

プンハウス、広告塔となる人材、円卓

会議、草の根活動を通じて地域住民に

積極的に関与し、合意形成や教育を図

っていった。 

結果的には、この事件において、現

在、信頼を得られているか？と考えた

場合には、まだ信頼を得ているとは言

えないと判断されていた。“People want 

to know that you care, before they 

care what you know.”が最後にもう一

度強調された。 

 

⚫ メキシコ湾原油流出事故（2010年） 

メキシコ湾の特徴としては、598,000

人の労働者が存在し、その 90％以上が

石油やガス産業に従事している。また、

数百万ドル規模の海洋建築や海運産業

があり、２千万ドル相当の観光や漁業

といった産業がある。そのような背景

から、化学事故災害をもたらす自然災

害や人為災害の危険性が存在する。 

現在の緊急の課題は、今回の話題で

ある 2010年のディープウォーターホラ

イゾン社の爆発火災に伴う原油流出事

故以外に、2014年に燃料流出、2016 年

と 2021年のテキサス市のフッ化水素漏

出事故、2021 年の メルカプタン漏出

事故（当初は硫化水素漏出事故とされ

た）など数多くの化学物質が関与する

事故が示された。 

19



コミュニティーに対して、なぜ、ど

のように関与していくかが課題であっ

た。使命として、コミュニティーのニ

ーズに対応する研究に通じる関係性を

構築することが挙げられた。具体的に

は、科学知識を普及させて環境公衆衛

生に関する理解を深め情報に基づいた

環境衛生と健康政策を進めること、科

学者と公衆衛生の関係者の間で多方向

性のコミュニケーション戦略を構築す

ること、最善と考えられる事例を検討

しそれを普及させることでコミュニテ

ィーの関与と環境衛生コミュニケーシ

ョンという分野を発展させること、と

された。 

原油流出事故はメキシコ湾の海洋油

田で発生した。2010 年 4月 22日から 7

月 19日まで火災および海洋への原油流

出が続いた。6 月 21 日までにメキシコ

湾の約 40％が漁業の操業停止となった。

また、データ（流出データと衛生写真

データ等）に大きな乖離があり、ほと

んど何も合意が得られない状況に陥っ

ていた。（特に油の分散剤に関して）説

明責任がほとんどなされておらず、さ

らに、海岸の被害状況の把握は 2014 年

までかかった。地域コミュニティーに

は漁業に従事しているものがいたが、

その大半は海洋油田に関する労働にも

従事していた。 

地域への関与では、最初にコミュニ

ティーのニーズと関心の把握が行われ

た。（長期的な健康への影響、汚染され

た海産物に関しての関心が示された。）

次に、オイル漏出に関連した調査や教

育等のインタビューが行われた。（地理

的、民族的に異なるコミュニティーか

らの参加者を募るべきとの提案があっ

た。）その後、４つの州の 24 のコミュ

ニティーに対して対面の会合を開き、

調査する課題を収集した。（目的を特定

し、それぞれに対する調査課題を抽出

した。）最後にルイジアナ、ミシシッピ、

アラバマ州で科学者、臨床家、コミュ

ニティーを含む会合を何度が開かれた。 

その結果、メキシコ湾での懸念事項

として、油と分散剤がもたらす長期的

な健康への影響（特に海産物の摂食に

伴うもの）が合意された。この問題に

対応するための４つの州からなるコン

ソーシアムが作られた。調査プロジェ

クトはコンソーシアムにより決定され

た。具体的には、湾岸の住民に対する

臨床的な調査、海産物と住民に対する

汚染の評価と生物学的モニタリング方

法の研究、コミュニティーの脆弱性と

回復力に関する調査、コミュニティー

に対する教育、知識の普及に関する積

極的な働きかけであった。コンソーシ

アムの構成メンバーは非常に多岐にわ

たることがシンポジウムでは示された。 

以上の対応から学ぶべき事項として

以下のことが述べられた。 

 対応することは必須であるが健康

へのリスクを正確に特定するには

不十分となる。そのため複数の機関

と共に取り組むことが必要となる。 

 災害の状況に応じて効果的、迅速か

つ適切に対応するため、公衆衛生と

緊急事態対応部署が連携する必要

がある。 

 資料を収集、分析してエビデンスに

基づく計画を推進し、結果をコミュ

ニティーに提供しなければならな

い。 

 災害対応の研究と倫理審査を迅速
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に行うための組織や政策を策定し

なければならない。 

 平時からのハイリスクコミュニテ

ィーに関する研究が必要である。 

 

⚫ ラック・メガンティック鉄道事故

（2013 年） 

この事故は、2013 年 7 月 6 日に発生

したカナダケベック州のラック・メガ

ンティックにおける 72輌編成の原油積

載貨物列車の脱線・爆発・炎上事故で

ある。ラック・メガンティックの住民

は６千人であり、死亡者 47名、44棟の

建物の倒壊、2千人の避難、比類のない

原油流出事故となった。 

この事故災害の特徴は、予期せぬ突

然の発災であり、恐怖や混乱、ストレ

スをもたらし、人的・物的・経済的損

失、避難や行動制限、インフラや社会

サービスの途絶、複雑な政府の対応、

メディアの関心、長期に及ぶ影響、コ

ミュニティー全員に影響した、といっ

たことが挙げられた。 

このような背景から、この事故が地

域住民に与えた精神的な課題の評価や

対応が述べられた。 

心理学的な影響として、ストレスや

苦痛、睡眠障害、不安障害、うつ、PTSD、

希死念慮、貧困、アルコールや薬物依

存、家庭内暴力、不信と無礼な行動、

といったことが挙げられた。 

これら心理学的な問題から地域の復

興を図るために、健康や適応能力の増

進、敵対感情反応の防止、心理社会的

リスクからの保護を目的として、健康

生成論（salutogenesis）に基づいた方

策がとられた。方策のための３つの要

素が示された。 

理解度：ストレスの多い状況を理解

して分析する能力 

意義：一般的に人がストレスの多い

状況での生活に与える意義 

管理能力：ストレスの多い状況に対

処するために利用可能なリソースを特

定し動員する能力 

コミュニティーに対する調査は発災

後１年、２年、３年、５年経過時に行

われた。マイナスの結果（例：PTSD）、

プラスの結果（例：sense of coherence）

が調査するステップ、市民参加を促し

コミュニティーの回復を促進するため

地域の関係者と市民と共に行動計画を

構築するステップといった二つのステ

ップが踏まれた。 

コミュニティーを動員するための計

画は５段階で取り組まれた。１心理社

会的インパクトに気づくこと、２集団

で回想する日、３コミュニティーの行

動計画、４経済的支援を含む支援、５

地域における積極的介入チームの組織

づくりがなされた。 

例えば２の回想する日では、50 名の

市民や専門家が集い、復興の過程への

理解、現在までコミュニティーが経験

したこと、これらから学ぶこと、解決

への視点の共有、明瞭で共通なポジテ

ィブなメッセージをコミュニティーに

伝達することを課題とした。 

３の行動計画では、心理社会的サー

ビスの維持と適応、コミュニティーと

の繋がりの維持、住民の関与の促進を

目標として、市民の憩いの場、ポジテ

ィブな活動、若者に対する健康学習、

積極的介入チームの常設がなされた。 

これらの取り組みは” Promising 

Initiatives to Mobilize the Local 
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Community in a Post-Disaster 

Landscape”としてケベック州から出版

された（2021 年）。 

https://www.santeestrie.qc.ca/cl

ients/SanteEstrie/Publications/San

te-publique/Promising_Initiatives_

DSPublique_2021-10-31.pdf 

憩いの場の開設や、市民それぞれの

経験を共有できるような写真展（コミ

ュニティが魅力的であることを再認識

するための写真）、経験を語ってもらい

傾聴する仕組みが紹介された。この取

り組みにより、発災５年経過後の 2018

年の調査では、カナダの他の地域と比

べて“親戚からの支援”、“相互支援の

風土”に関する指標が良くなっている

ことが示された。 

以上の対応から学ぶべき事項として

以下の５つが示された。 

 心理社会学的な影響に関する長期

モニタリングは妥当である。 

 さまざまなグループの声を聞き、特

定のニーズや能力を考慮に入れる

必要がある。 

 公衆衛生は健康を守ることと健康

を増進することのバランスを求め

なければならない。 

 公衆衛生は地域機関や市民グルー

プと密接に協力しなければならな

い。 

 公衆衛生は災害後の戦略と介入の

開発とその適応のために既存の知

識を活用するべきであろう。 

最後に災害のリスクに関して、心理社

会学的リスクを含み共通の認識を形成

しなければならないこと、調査と解決の

両方に関わるものが共に取り組むこと

が強調された。言い換えれば、災害その

もののマネージメントに限定するので

はなく、関連するすべてのリスクマネー

ジメントを含まなければならないと強

調された。 

 

⚫ インシデントからの回復の行動

的・心理社会的側面：COVID-19 以

降の対応から学ぶ 

英国での COVID-19への対応が示され

たが、本研究の内容とは離れているた

めこの報告書では割愛する。 

 

2022 年 1月 27日開催 

テーマ：コミュニティーの強化“より

良い復興” 

福島第一原発事故（2011 年） 

上村昌博氏（復興庁統括官付参事官 

原子力災害復興班 福島総括）がご講演

された。 

発災後から現在までの過程、帰還した

住民の数、帰還困難区域、放射性物質に

関する調査、風評被害対策、福島の浜通

りへの産業の誘致、原子力災害対応の教

育法の開発などが述べられた。 

 

⚫ 2017 年のハリケーンから学ぶこと 

自然災害からの復興に関する、多機

関連携の実際が報告された。本研究の

内容とは離れているためこの報告書で

は割愛する。 

 

⚫ ハンガリーアルミニウム赤泥流出

事故（2010 年） 

2010年 10月 4日にアルミニウム産業

廃棄物である赤泥を貯留池の堤防が決

壊し 100 万立方メートルもの赤泥が流

出した事故である。 

健康被害から住民を守るため、即時
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対応としてマスクを配布し最も影響を

受けるエリアの住民を退避させた。ま

た、大気のモニタリングを行い市民と

のコミュニケーションが図られた。発

災 10日後の 10月 14日に復興への概要

が示された。その一つとして、住民に

対する起こりうる健康被害のモニター

や更なる潜在的な健康リスクを防ぐた

めに環境健康監視システムが被災地域

に導入された。 

大気汚染においては、粉塵の電子顕

微鏡による解析や PM10の濃度が計測さ

れた。PM10 の濃度はハンガリーの他地

域と有意差は認められなかった。しか

し、小児でも成人でも PM10 の濃度と呼

吸器症状は密接に関連した。他地域で

も認められたことから、この PM10への

暴露は赤泥からではなく共同暖房施設

から発生したのではないかと考えられ

ている。 

また小児において尿中の金属排出量

（赤泥に含まれる毒性の高い金属であ

るヒ素、カドミウム、コバルト、クロ

ム、ニッケル、バナジウム）の調査も

行われた。その結果、他の地域と比べ

て優位な差は認められず、他国のデー

タとも差は認めなかった。 

政府の健康スクリーニングセンター

が 2011 年 12 月まで開設された（発災

から 1年 3 ヶ月間）。成人と小児の一般

的な医療、肺のスクリーニング、呼吸

器脳評価、眼科や耳鼻科、婦人科的な

対応、および被災地の外科的処置が含

まれた。高血圧や心疾患、糖尿病に関

してもハンガリーの他地域と差はなく、

癌に関してもバイオマーカーや白血球

やリンパ球の検査が繰り返し行われた

が、癌のリスク上昇も認められなかっ

た。 

この事故災害をきっかけに、対応を

改善するため対応する組織が強化され

た。発災時に危機管理センターやリス

クアセスメント部門、現地健康対策部

門や政府の s クリーニングセンターが

開設されることが決まった。また、地

域自治体では、元の居住地にできるだ

け早く戻れるようにすること、被災エ

リアの大気のモニタリングを行うこと、

大気の微粒子の測定に関して被災住民

に説明することが重要とされた。 

（これまでの他の災害対応と異な

り）単一チャンネルでのコミュニケー

ションが一貫性のある明確な情報を伝

えるという意味において利点があるが、

専門家から情報を得る欠点もあるとさ

れた。（この部分の意味は不明瞭でし

た。） 

スウェーデンや国連からの第三者評

価を受けたことも示された。 

赤泥の影響を受けた土壌は 5cm より

赤泥の堆積が厚い場合には除去され、

5cm 以下の場合には赤泥ではなく土壌

として扱われた。 

被災エリアには 120 棟の居宅があっ

たが、赤泥の影響のないエリアに新し

い集落として移されたことが報告され

た。 

 

以上が本シンポジウムで紹介された

主として化学物質が影響する被災した

コミュニティーへの対応および復興へ

の方策である。 

 

(3)GHSI が予定している Evewnt 

Management Response Framework作成の

準備。 
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GHSI は現在、Risk Management and 

Communication Working Group: RMCWG

を通じて global health securityに関

して早急の対応が望まれる、あるいは

新たに発生した脅威に対処するための

Evewnt Management Response Framework

の作成に取り掛かっている。CEWG はそ

の中で化学イベントに対応するための

部分に関わっており、現時点では化学

イベント対応に役立つと考えられる資

料の確認がなされている。代表的な資

料を本報告書の末尾に付記する。 

 

 爆弾テロ・爆傷：齋藤大蔵 研究分

担者 

（研究１）米国では爆傷に対する救急

救 護 と し て 、 Tactical Emergency 

Medical Support(TEMS)という規範が 10

年以上の歴史をもってガイドラインと

して存在する。しかしながら、米国と

日本では法規や救護システムが異なる

ため、米国の TEMSをそのまま日本の爆

傷救護として導入することはできない。

例えば、TEMS において負傷者の救護処

置の場所は通常ウオームゾーンにおか

れるが、本邦では総務省消防庁が爆

傷・銃創の救護において救急隊はコー

ルドゾーンまでしか近づいてはならな

いとの指示を出している。したがって、

ホットゾーンは警察の特殊部隊に頼る

としても、爆傷で倒れたホットゾーン

の負傷者をコールドゾーンまで運んで

救護する法執行機関が現状では無いこ

とがわかった。このことは、爆弾テロ

発生時における本邦救護システムの大

きな問題点といえる 

本邦における銃創・爆傷の救護・搬

送案を下記に記述する。危険を伴うホ

ットゾーンでは、脅威の排除が最重要

で、救護のために更なる負傷者を発生

させないようにするのが最も大切であ

る。負傷者を現場から脱出させ、脅威

の排除のもとに四肢などの外出血を

CAT 等で止血する。ホットゾーンから脱

出させた救護所では、迅速に後送救護

へと繋ぐ”buy time”の概念に基づき、

最低限の応急処置を行って少しでも早

く後方の安全な地域へ負傷者を送るの

がよい。大量傷者が発生した場合は時

間をかけたトリアージの実施よりも、

迅速に後送することを優先するべきで

ある。すなわち、多数傷者の発生した

爆弾テロ等の現場では被災者を次々と

救急車で迅速に後送し、直近の大きな

病院を救護所として、必要な救命処置

と初期トリアージを行い、そこから分

散搬送するのが上策と考える。 

（研究２）自衛隊で用いている Type2

の防弾チョッキを装着すると、呼吸停

止の発生率を下げて、爆発に対する救

命効果があることが明らかになった。

また、鋼鉄製の防護具を装着して、胸

部全体と延髄を含む脳幹部を護ると呼

吸停止が発生せず、爆発よる即死を免

れる可能性がある。さらに、爆発直後

に発生する神経学的反射等による血圧

低下に対してノルアドレナリンを投与

すると、著しく低下した末梢血管抵抗

を改善させて血圧低下を回復させ、生

存率を上げることが分かった。 

 

 自衛隊・軍事関連分野における国際

知見（NBC 関連）：木下学 研究分

担者 

生物・化学防護に関する科学技術会議

Chemical Bio Defense Science & 
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Technology (CBD S&T) 2019 

 COVID-19 パンデミック直前の 2019

年11月18～19日に米国オハイオ州シン

シナチで開催された。本学会は米国防

脅威削減庁 Defense Threat Reduction 

Agency (DTRA)が主催しており、参加者

は DTRA からグラントをもらっている

企業や大学研究者がほとんどで、軍人

の参加は少なかった。 

 まず、DTRA の 3 人の専門家から

CBRN defense に関する基調講演が行わ

れた。 

１．Dr. Brandi Vann（CB Defense 担当国

防次官補） 

まず最初に、戦場での兵士を守るため

にDTRAやこのCBD S&Tがあるとコメ

ントしていた。Joint Force の役割が重要

で、既存の組織を有機的に統合して、

新しい戦略、新しい技術をどんどん推

し進めていく。Joint Force には４つの部

署がある。除染の話が出てきたが、こ

こで言う除染とは汚染地域で活動した

兵士に対する除染を意味しており、装

備品に対する除染ではない。新しいア

イデアがあれば、すぐに DTRA に連絡

してほしいと言っていた。 

 

２．Dr. Rhys Williams（DTRA の R&D

司令官） 

 冷戦時代は単純な超大国の対立だっ

たが、冷戦が終了し、新興の共産主義？

Rouge Regimes が出てきた。そして現在

は、様々な脅威が複雑に入り組んだ状

況になっている。ISIS のドローン攻撃、

北朝鮮のロケット、ロシアの脅威（何

を意味するか分からない。全体的な脅

威か）、アフガン、シリア、イラクでの

CB 脅威など。現在は、大きく分けてロ

シア、中国といった社会主義からの修

正主義体制に移った国の脅威、北朝鮮

やイランといった Rouge Regimes？の

脅威、ISIS のような国ではない集団の

脅威に分かれていると分析していた。

脅威となる兵器には、強力な核戦力、

作戦を決定づけるような(decisive)通常

兵器、Gray zone 兵器（戦術的な NBC

兵器のことか？）がある。DTRA は核兵

器の使用を思いとどまらせる施策、

decisive な通常兵器の開発、Gray zone

兵器防護での競合を支援していく。

DTRA は世界に広がる米軍を支援する。

無人機や無人走行車の多用を進める。

核兵器の爆風を想定した野外での巨大

な衝撃波装置 Shock tube も紹介してい

た（撮影禁止で撮れないのが残念）。全

体的に核への対応を重視しているよう

なスピーチという印象を受けた。もち

ろん、IED による自爆攻撃や路肩爆弾へ

の対応、CB の環境汚染を検知する装置

の開発なども重要だと言っていた。 

３．Dr. Ronald Hann（DTRA 長官） 

 まず、会場で現役軍人、そして退役

軍人を立たせて参加者の拍手で称えさ

せた。軍人重視の姿勢を強調していた。

シリアやイラクではマスタードガスが

使われている。DNA を編集できる技術

が出てきた。コンピューターがあらゆ

る分野に浸透した。ニュースソースが
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新聞から SNS へと移った。ウーバーが

定着した。このようにどんどん変わっ

ていく現代社会ではアイデアこそが重

要だ。優れた技術は両刃の剣である。

とくに生物兵器システムではそうだ。

DNA 編集ができる Crisper 技術には注

意している。前回の CBD S&T 2017 で

は”Wearable technology”が注目された。

今回は”Human on a chip”、すなわち各臓

器（心臓、肝臓、腎臓など）の細胞と

同じ働きをする細胞チップの開発が注

目される。DNA 編集技術の進化にも注

目している（警戒している）。 

 

【DTRA の各部門からの報告】 

１ ． Michael Quinn 大 佐 （ Warfighter 

Integration/Military Advisor 部門） 

 ユーザーである兵士に焦点を当てよ。ま

ず概念を立て、次に早期のユーザーによる

小規模検討をして、大規模検討、実用化へ

と繋げる。CBOA (CB Operational Analysis)

というイベントでの発表と同じと言ってい

た。CBOA のパンフレットあり。毎年、軍

の施設を使ってやっているらしい。CBOA

では 1 週間のシナリオに基づく野外訓練を

やる。そのビデオが上映された。C 剤では

テープによる検知が主体で、新しいものと

しては、呼吸器系を防護するマスクと一体

化したヘルメットを装備していた。 

２．John Hannan 博士（Digital Battlespace 

Management 部門） 

Digital Battlespace は最近注目されている

分野。Echelon-connectivity-time continuum？

無線傍受の Echelon と連動させるのか。３つ

のコンポーネントで構成される。１つは環

境 の ハ ザ ー ド モ デ ル と 可 視 化 

(Environmental hazard modeling & 

visualization)。前線で小型パソコンを使って

汚染状況をモニターし、それを可視化する。

２つ目は CB 剤の人体への影響を調べる 

(Chemical Biological human effects)。迅速に動

いて geogramatical に表す。３つ目がデジタ

ル検知科学 (Digital detection science)。AI を

使ってバイタルサインから感染を予測する。

48 時間前の時点での検知をめざす。戦場に

AI を活用する。AI を使って自動検知、警戒

情報をすぐに出す。MCM(医療処置)を迅速

に行う。臨床症状から診断できる 48 時間前

に非侵襲的な生体情報からAIを使って早期

に CB 剤の危険を検知することが目標だ。 

３ ． Richard Schoske 博 士 （ Diagnostics/ 

Detection 部門） 

 包括的な統合された CB 脅威削減のため

の 早 期 警 報 シ ス テ ム  (Comprehensive 

integrated early warning to reduce CB threat)を

開発している。それには遠隔からの感知、

Non-medical CB detection？（どういうこ

と？）、脅威の兆候を特徴づけることが重要。

現場で検知をする。Wearable device で迅速に

検知する。CB 剤の拡散状況をドローンなど

で偵察する。マルチセンシング、迅速で感

受性が高く、かつ特異性も高い医療診断が

目標だ。設備の整った研究室と同様の精度

と速さで戦場において、脅威を診断する。

Point of need/care。48 時間が目標。20 秒でま

ずは検知する。薬剤耐性のエボラウイルス

にも少し言及。Syn Dx：Crisper 技術を使っ

たもので、戦場で診断するらしい。Point of 

care diagnosis。ハーバード大が開発したとの
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こと。 

４．Charles Bass 博士（Hazard Protection & 

Mitigation 部門） 

 個人防護衣の開発では、5 g の液体から防

護することが目標だ。熱傷も防護でき、か

つ動きやすいものを作る。15 倍の vapor、7

倍のエアロゾルから防護する。軽量化がポ

イント。呼吸器系の防護もポイントだ。マ

スクと一体化したヘルメットを開発中か。

「多機能を持った剤」からの防護を目指す。

エアロゾルでの人体への暴露を可視化する。

全身をスキャンする。汚染地域に入った艦

艇にはフィルターを付けて CB 剤からの暴

露を防護する。個人防護衣では C 剤が浸透

してこないような coating された防護衣を開

発している。 

５．Erin Reichert 博士（Vaccines/ Therapeutics 

部門） 

 ワクチンと治療薬を開発している。従来

通りのプログラムが進んでいる。新興感染

症の脅威だけでなく、以前からある疾病に

関してもワクチンや治療薬の開発を行って

いる。野兎病や鼻祖のことか。世界各国（英、

仏、独、カナダ、日本）などと協力してワ

クチンを開発していることもコメントして

いた。駆け足で説明していた。 

【まさにこの時、DTRA は mRNA ワクチン

のプラットフォーム開発していたが、

COVID-19 のパンデミックは全く予期して

いなかったように思えた。ここに出てきた

米国とドイツのベンチャー企業が数か月後

にCOVID-19に対するmRNAワクチンを世

界に先駆けて開発することになった。】 

６． Barbara Cloutier 中佐（ Advanced & 

Emerging Threats 部門） 

 C 剤への医療対処では、神経障害の予防、

すなわち神経剤の予防・治療を研究開発し

ている。オピオイド受容体にも注目してい

る。脅威となる剤に関する研究では、革新

的な技術開発、新規知見の収集、環境への

影響（反応）、人体への反応、Deployment 

charaterrization などをやっている。 

７．Neil Jensen 博士（Research and STEM 

Center of Excellence 部門） 

 軍の医学研究をやっている各部署と協力

して若手研究者の育成に力を入れている。

幹細胞や神経毒の研究もやっている。 

 

【Organs-on-a-Chip に関する講演】 

１．Thomas Shupe, Wake Forest School of 

Medicine 

 以前は動物実験とともに、in vitro の培養

実験をやっていたが、これは 2 次元培養で

あった。多層化することで 3 次元培養を行

い、実験に用いている。Ex vivo console of 

Human Organoid (ECHO)計画というのがあ

って、細胞を 3 次元培養することで、臓器

に似たような環境を作り出すことができる。

現在まで、肝臓、心臓、血管、肺、脳、精

巣をつくった。肝臓ではマクロファージ系

も入れて作っている。肺では Fibroblast や肺

胞マクロファージ、血管内皮細胞とかも入

れて培養している。脳では BBB を再現して

いる。肝臓の Organoid ではアセトアミノフ

ェンや重金属による肝障害を見たりもでき

る。アステミゾール（第二世代抗ヒスタミ

ン薬）はこの手法を用いた結果で FDA から

販売中止を宣告された。このように FDA が

Organ on a chip の結果を採用している。心臓

の Organoid では、エピネフリンとプロプラ

ノロールの併用時の作用が見れる。抗がん

剤のカテプシンと 5FU との併用での肝毒性

もみていた。LPS の肝毒性や、ジカウイル

スの肝細胞内での増殖もこれで検討できる

らしい。肺の Organoid では、肺胞上皮と毛

細血管を立体的に培養しているが、これを
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使ってウイルスと緑膿菌をいれた混合培養

を試すことができる。ヒトの細胞を使える

ので毒性や感受性をみるのに適しているの

か。 

２．Chris Hinojosa, (Emulate Inc, Harvard 大） 

 肺の Organoid 作っている。肺胞上皮細胞

を単層で培養して、その下に血管内皮細胞

を単層で培養している。上層には空気を流

して、下層には血液を流す。この状態で大

腸菌を流して急性肺障害 ALI の状態をつく

る。血管内皮と支持細胞を培養して血管壁

の Organoid をつくる。内皮表面にフィブリ

ン血栓を作らせる。血液を流しているので、

血小板や白血球が集まって血栓形成の様子

がみれる。TAT や wVF、PAF などのメディ

エーターが測定できる。小腸の Organoid で

は絨毛上皮や Goblet 細胞まで作っている。 

 

肝臓の Organoid では肝細胞と Kupffer 細

胞、類洞内皮を培養して、アルブミンや尿

素の産生をみている。これを用いて、いろ

いろな薬剤の肝毒性が見られる。これを用

いることで、ヒトに行う臨床研究での危険

性があらかじめ分かるのではないか。線維

化をSMA や Fibrinosis で見て評価できる。

NASA と協力して、

ISS でも実験をし

ている。さらに大

量にチップを用い

て検討できるよう

な機械も作ってい

る。 

 

３ ． Kent Coombs, Los Alamos National 

Laboratory 

 Power of microphysiological organ と言って

心筋の Organoid を作っている。 Heart 

bioreactor (HBR)。3 次元培養だと 2 次元培養

と違って、心筋収縮力などをより見やすい。

Liver bioreactor や Alveolar bioreactor なども

作っていて、肝障害や急性肺障害 ALI、慢

性閉そく性肺疾患 COPD をみているそうだ。 

４ ． Kyle Glover, CCDC CBC (Chemical 

Biological Center) Edgewood MD 

 In silico とは In vivo や In vitro のようにシ

リコン内で生体反応をみることで、Organoid

を使う。これでいろんな毒性物質の LD50

をみる。Fentanil や Carfentanil の作用はこれ

でみている。オピオイド受容体の感受性も

これでみていた。Emulate 社製を使っていた。

以前は IdMOC (Integrated discrete Multiple 

Organ Culture)というものを使っていたが、

これからはXCELという、いろんなOrganoid

を組み合わせたものを使うらしい。VX によ

る心筋 Organoid での beating rate の変化を見

ている。これは 2D RTCA Cardio というので

見ていた。迅速な脅威診断、ミクロでの生

理学的診断システム Microphysiological 

system (MPS)を構築している。さらにゼブラ

フィッシュを使った Complex phenotype with 
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high throughput in vivo という vivo の検討モ

デルも使っている。ゼブラフィッシュの泳

ぎ方や心臓の動きを見たりしていた。これ

は UC San Francisco での研究。これらを総合

的に使って、オピオイドや-adrenagic や

AchE 阻害剤、Fentanil や Carfentanil の効果

を見るらしい。 

５ ． Karl Koehler, Boston Children's 

Hospital 

 Multiple lineage into organoid で皮膚を

作っている。多層の細胞培養で多様な

細胞が入っているが、毛根細胞を培養

するのが難しいらしい。内耳も作って

いる。これも難しそうだが。幹細胞か

らいろんな増殖因子で分化させ、毛を

作っていた。最終的にはヌードマウス

の背中にヒトの毛を生やしていた。び

らん剤による皮膚損傷の治療に使うの

か。 

６ ． Kenneth Risner, George Mason 

University 

 3 次元培養を使って、BBB モデルを

作り、これを炎症性サイトカインで刺

激して、そのバリア機能がどうなるか

を見ている。血管内皮と各種神経細胞

をチップ内で共培養している。炎症で

tight junction が壊れるとマクロファー

ジが入ってくることも観察している。

この際に、いろんなサイトカインが出

てくるが、IL-17A が血管側で顕著に低

下し、脳側で上昇していた。ベネズエ

ラウマ脳炎ウイルス(VEEV)の感染で、

このモデルを使っていた。VEEV 感染で

は BBB が壊れるが、Celecoxib という薬

剤でそれが軽減されていた。脳側、血

管側でそれぞれサイトカインが測れる

というのが斬新だ。 

 

ConRad 2021（放射線防護に関する国際

軍事医学会議）Web 開催 

ドイツ連邦軍放射線生物学研究所が主

催して ConRad 2021（放射線防護に関す

る国際軍事医学会議）が 2021 年 5 月 10

日から 12 日まで行われた。例年はミュ

ンヘンで開催されていたが、今回はWeb

開催となった。我々は、「ビタミン C が

放射線防護効果と放射線治療時の抗腫

瘍効果に与える影響」をワークショッ

プで口頭発表した。内容は、ラット膀

胱癌を移入生着させた担癌ラットにビ

タミン C を経口摂取させると共に、骨

盤内放射線治療を行い、ビタミン C の

放射線抗腫瘍効果に与える影響と放射

線による腸管傷害への防護効果を検討

したものである。結果として、ビタミ

ン C の大量経口投与は放射線による抗

腫瘍効果を減弱させることなく、放射

線による腸管傷害を軽減していた。こ

れにより、ヒトでもビタミン C の大量

経口投与で、骨盤照射治療を行う癌患

者において治療効果を減弱させること

なく、放射線腸炎を抑制できることが

示唆された。放射線治療を行う担癌患

者でのビタミン C の臨床治験を企画す

るにあたって大きな一歩となった。本

研究は日独共同研究であり、担癌モデ

ルは日側が作製し、放射線による治療

効果と組織傷害は独側が評価した。こ

の研究内容を International Journal of 

Radiation Biology に発表した（Ito Y, 

Yamamoto T, Miyai K, Take J, Scherthan H, 

Rommel A, Eder S, Steinestel K, Rump A, 

Port M, Shinomiya N, Kinoshita M. Ascorbic 

acid-2 glucoside mitigates intestinal damage 

during pelvic radiotherapy in a rat bladder 

tumor model. Int J Radiat Biol, doi: 
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10.1080/09553002.2021.2009145.）。また、

放射線防護剤としての安定ヨード剤や

パークロレート（本邦未認可）の投与法

の最適化検討も日独共同で研究しており、

これを発表した。薬物の体内分布シミュ

レーションモデルを利用した検討だが、

従来のシミュレーションモデルは欧米人

をベースにしたもので、日本人とのヨウ

素の接種率に大きな差がある。今回はこ

れを念頭に白人と日本人に適した個々の

最適化投与法を検討した。本研究内容も、

国際共同研究として International Journal 

of Radiation Biology に発表した(Rump 

A, Eder S, Hermann C, Lamkowski A, 

Kinoshita M, Yamamoto T, Take J, Abend M, 

Shinomiya N, Port M. Modeling principles of 

protective thyroid blocking. Int J Radiat Biol, 

doi: 10.1080/09553002.2021.1987570)。 

 

Medical Biodefense Conference 2021（生

物剤防護に関する国際軍事医学会議）

Web 開催 

 ドイツ連邦軍微生物学研究所が主催

して Medical Biodefense Conference 2021

（生物剤防護に関する国際軍事医学会

議）が 2021 年 9 月 28 日から 10 月 1 日

まで行われた。Web 開催となった。我々

は、「ヒト化マウスを用いた経気道的

SEB ショックモデルの作製」をポスタ

ー発表した。スーパー抗原である SEB

（ブドウ球菌腸管毒素 B）は、熱や光な

どに安定性が高く、かつ極微量でも致

死性があることから、かつて米ソで生

物兵器として開発されていた。残念な

ことにマウスなどの実験動物では、ヘ

ルパーT 細胞と SEB の結合性が弱く、

スーパー抗原としての最大の特徴であ

る SEB ショックが誘導できない。この

ため、医療対処手段（MCM; medical 

countermeasure）の開発研究ができなか

った。そこで、倫理委員会の許可を得

た後に、ヒトのリンパ球（T 細胞、B 細

胞）やマクロファージを持ったヒト化

マウスを作製し、これに SEB を経気管

投与して、SEB ショックを作製するこ

とに成功し、これを発表した。 

【２つの Web 会議に参加したが、現地

開催と違って、聴衆の反応が分からず、

また率直な意見交換も出来ず、情報収

集という観点からは大きな問題があっ

た。また、機微に触れる情報の交換は

第三者に聞かれているため不可能であ

った。】 

 

ハンドブック「すぐに分かる CBRN 事

態対処 Q＆A」からみた化学剤生物剤の

脅威 

 我々はハンドブック「すぐに分かる

CBRN 事態対処 Q＆A」を出版したが、

ここでの情報を基に最新の CB 脅威に

ついて検討した。 

まず、化学剤の脅威を歴史的にみると

第一次世界大戦での毒ガス戦の悲惨な

教訓から、1925 年には既に「毒ガス等

の使用禁止に関するジュネーブ議定

書」が締結されていた。しかしながら、

日本を含め、英国、米国、ドイツ等で

は化学兵器の研究開発が継続して盛ん

に行われ、ドイツではタブン、サリン、

ソマンなどが作られていった。その後

に勃発した第二次世界大戦では、ドイ

ツは当時すでに大量の化学兵器を保有

しており、ノルマンディ上陸作戦では

連合国側にとって化学兵器による攻撃

が重大な脅威となっていた。しかし、

ドイツでは連合国側の化学兵器による
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報復を恐れ、結局はその使用を断念し

たと言われている。昨今のシリア内戦

のように片方の陣営のみが化学兵器を

有している場合には、恐怖の均衡が崩

れ、化学兵器が使用され易くなるのが

国際社会の冷酷な現実である。これは

ウクライナ戦争における露軍にも当て

はまる。さらに化学剤脅威に関する最

新の動向を紹介する。 

 ノビチョクに代表される第 4 世代の

化学兵器では、同じ神経剤のサリンや

VX よりも毒性、持続性共に強力でかつ、

検知しにくく除染が困難になっている。

解毒剤等に関連する情報や対応策は各

国の機密になっており詳細は不明だが、

英国でノビチョクに曝露されたロシア

の元スパイの親子が助かっていること

は注目に値する。 

 ソマン（GD）に粘性を持たした TGD

（米軍では粘性を持たした剤には T を

付ける）は皮膚への浸透性が上がって

いる。このように化学剤に粘性を持た

せることが最近の流れになっており、

防護策の視点からもこれに注目すべき

である。 

 バイナリー兵器とは、毒性物質の前

駆体となる 2 種類の化学物質から成り、

使用時に混合することで化学兵器とし

て使うものである。金正男氏の暗殺事

件でもバイナリー兵器が使われ、一躍

有名になったが、シリアで使われたサ

リンや VX もバイナリーであった疑い

が持たれている。 

 次に生物剤に関してであるが、1975

年に生物・毒素兵器を包括的に禁止す

る多国間軍縮条約である「生物兵器禁

止条約」が結ばれたが、生物兵器の開

発を検証する制度がないため、「牙のな

い軍備管理条約」と呼ばれ、実効性が

疑わしい条約であるのが現状である。

中華人民共和国や北朝鮮も締結国に入

っている。西側諸国に関しては、1969

年に当時の米国ニクソン大統領が攻撃

目的の生物兵器開発中止を宣言してお

り、現在は攻撃目的の生物兵器開発は

行われておらず、生物兵器防護に関す

る研究開発が専ら行われている。それ

にもかかわらず、研究室での生物剤の

漏洩事故は後を絶たない。いくつかの

例を紹介する。 

 米国アトランタにある疾病対策予防

センター(CDC)は BSL4 施設を有した感

染症研究の総本山である。厳しい管理

を行っているCDCでさえも 2005～2011

年の 7 年間に千件にのぼる事故報告が

挙がっている。そのほとんどが、滅菌

機の不具合や除染シャワーの不具合、

防護衣の着脱の違反行為などであるが、

これは逆に微細な事案に関しても報告

するという透明性の担保を物語ってい

るとの印象も受ける。 

 米国食品医薬品局(FDA)が 2014 年に

引っ越しをする際に、当時すでに保有

が禁止されていた痘瘡ウイルス株が見

つかった。1960 年代から誰もその存在

を知ることなく、誰にも管理されずに

冷凍庫に眠っていたものと考えられ、

いろいろな施設で同様の事案があるの

ではないかと懸念される一例であった。 

 米国ユタ州の砂漠に生物化学兵器防

御を研究する米陸軍のダグウェイ実験

場があるが、2005～2015 年の 10 年間に

不活化処理が不十分な生きた炭疽菌芽

胞を国内外の米軍関連研究施設に送っ

ていたとの公表があった。炭疽菌芽胞

は線照射で殺菌するが 20％程度は不
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活化に失敗することが見過ごされてい

た。これに関する事故は報告されてい

ないが、厳格な管理と公表義務が徹底

されている米国でさえも、今世紀に入

ってこのような事案が発生しているこ

とは注目に値する。 

 2002～2003 年に自然発生したと考え

られる SARS コロナウイルスで中国を

中心に 8 千人以上の感染者と 800 人近

い死者が出たことは記憶に新しいが、

中国ではその後も執拗に SARS コロナ

ウイルスの研究を続けていたと推察さ

れる。2004 年には北京のウイルス学研

究所の研究生らが感染し合計 9 名の感

染者と 1 名の死者が発生したと報告さ

れている。中国衛生部は同研究所の実

験室を閉鎖し研究者と職員を徹底した

監察下に置いた。2019 年冬に中国武漢

で発生した SARS コロナウイルス 2 は

COVID-19 とも呼ばれているが、公表さ

れているだけでも世界中で 5 億人を超

える感染者と 600 万人を超える死者を

出す、近代の人類史上稀にみるパンデ

ミック感染症となった。発生当初の中

国政府の情報非公開が感染拡大の原因

の一端となったことは明らかな事実で

あるが、その後の急速な世界規模での

感染拡大は交通機関の空前の発達によ

る人類の異常なまでの移動拡散行動の

広がりに寄るところが大きいと考えら

れる。 

 

遺伝子情報からみた COVID-19 の起源

に関する研究 

 我々は、COVID-19 の公開された遺

伝子情報からその起源についても検討

を行っている。Sarbecovirus 亜属内で

SARS-CoV-2 が分岐した経緯、宿主動物

間でウイルスの伝播が成立する状況を

推定し、ヒト社会で COVID-19 パンデ

ミックが起きた経緯について解明を試

みている。公開された遺伝情報の解析

結果から考察したところ、キクガシラ

コウモリ属のコウモリ間で伝播、維持

されている Sarbecovirus 亜属のウイル

スが、SARS-CoV-2 の由来であると示唆

される。そして、中国雲南省の Bat CoV

と、マレーセンザンコウに適応した

Pangolin CoV/GD 間の遺伝子組み換え

により、SARS-CoV-2 の Progenitor virus

が発生したと考えられる。SARS-CoV-2

の発生に繋がるキクガシラコウモリと

マレーセンザンコウ間のウイルス伝播

は、複数の条件満たした人工環境下、

または両宿主間の橋渡しをする宿主に

より発生したと考えられる。そして長

距離を頻回移動する宿主動物、または

人為的な要因により、SARS-CoV-2 また

はその Progenitor virus が雲南省から武

漢市へ侵入し、COVID-19 が発生したと

考えられる。しかしながら、雲南省か

ら武漢市までの距離は 2000 km 以上離

れており、キクガシラコウモリと言え

ども自然界での移動は不可能に近いと

考えられる。近年の中国の急速な近代

化がこのような人やモノの移動を可能

にしたことも否定はできない。さらに、

マレーセンザンコウは東南アジアに生

息しており、近年、乱獲により生息数

が激減している。マレーセンザンコウ

とキクガシラコウモリの間にウイルス

伝播が行われるという、ほぼ奇跡に近

いような確率で COVID-19 は発生した

ことになる。（防衛衛生  68;81-100, 

2021） 
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 自衛隊・軍事関連分野における国内

知見（救急・災害対応）：竹島茂人 

研究分担者 

①ＣＤＣのガイドラインに則った陰

圧室を、ＥＲをはじめとした院内の必

要箇所へ、ＮＢＣ患者対応出来るよう

に設置していたことが功を奏してい

た。 

②尖閣・台湾有事の際に、傷者の搬送

時間を考えると、重症患者の救命には、

八重山病院でＤＣＳをはじめとした

ＤＣＲが必要である。 

 

 医療と法執行機関との連携：若井聡

智 研究分担者 

1. 「事態対処医療ガイドブック」の内

容 

外国と本邦での事態対処医療の歴史的経

緯 

米国も 1990 年代までは，平時に特殊部隊

の医療支援を行うシステムは確立されて

いなかった。1993 年に事態対処医療を検

討する部会が発足し、学術集会も開催さ

れ，その必要性が認識された。その後，

米国内で研修コースが開催され，特殊部

隊等への事態対処医療の運用が一般的と

なった。 さらに，1999 年に起こったコ

ロンバイン高校銃乱射事件が、平時下で

のテロ・事件に対する医療対応の必要性

を知らしめることとなった。この事件で、

現場での応急救護医療的な対応ができな

かったとされている。 

 その後、2013 年に米国コネチカット州

ハートフォード市で、米国外科学会を中

心とした行政機関、軍、消防、警察、医

療などの代表者・有識者による会議が開

催され、銃乱射・ 多数殺傷事件における

傷病者救命のための方策がまとめられた。

これをハートフォードコンセンサスとい

う。このコンセンサスにおいて，銃乱射・

多数殺傷事件で効果的に応急処置等を行

うために，現場での立場を明確にした。 

実際に米国では一般市民を対象に止血講

習などが多く開催され、止血処置を学ぶ

機会が増加している。また、自動体外式

除細動器とともに止血バッグを公共施設、

駅、空港，集客施設などに配備すること

も提案され、これらの内容は国家的な事

業としてホワイトハウスのホームページ

にも掲載されている。 

わが国で事態対処医療が認識されるき

っかけとなったのは，無差別殺傷事件な

どの事件現場に医療チームが出動する事

案などによって，警察と医療の連携の必

要性を医療側が認識するようになったこ

とである。2012 年に警察と医療が連携す

る初めての協定(警視庁 IMAT)が締結さ

れ，平成 27(2015)年に我が国で初めての

テキストである『事態対処医療』 (へる

す出版)が刊行された。また，同年，日本

臨床救急医学会に警察や海上保安庁など

法執行機関における医療支援のあり方、

および具体的な業務を学術的に検討し，

教育，研修などで検証し，政策的な提言

を行うことを目的に「法執行機関との医

療連携のあり方に関する検討委員会」が

発足している。さらに，同委員会に「法

執行機関と の医療連携のあり方に関す

る検討委員会研修コース等検討小委員

会」が設置され、“事態対処医療 の標準

化”の検討が始まった。  

 

事態対処現場での外傷診療の概要 

① 根幹は JPTECTM と同じ 
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② どこで、どの順番で行うかに留意す

る。 

事態対処現場では，安全が担保できな

いことがある。傷病者とともに移動し

つつ，優先順位をもって対処する必要

がある。 安全が確保できてから傷病

者に近づくのではなく，安全を確保し

つつ傷病者に近づく。観察処置の優先

順位については，事態対処の現場で最

も致死的となり得る可能性の高い出

血への対処を最優先として、気道、呼

吸の評価に先んじて活動性出血の止

血を行う。また、脊椎運動制限につい

ては、事態対処現場での実施は現実的

でないため実施しないことが一般的

である。 

 

③ 同僚救護と自己救護  

事態対処現場においては，最初の救護

者(ファーストレスポンダー)は同僚

であることが一般的であり、これを同

僚救護と呼んでいる。また、同僚救護

に先だって，止血などを負傷者自らが

実施することを自己救護という。 

 

事態対処現場での初期評価 

初期評価手順 

JPTECTM では“ABC”〔airway(気道)，

breathing(呼吸)，circulation(循環)〕

であるが、事態対処現場では“CAB”とな

る。 その根拠は弾丸，ナイフ，爆発など

による穿通性外傷で最も多い死亡原因は

出血であり数分で死に至ること，一方，

気道と呼吸は外傷後の数分間は保たれて

いるからである。したがって大量出血を

止血することが最も優先されるため、C 

は A と B の前に来る。 米軍ではこの考

えに基づいた評価手順をその頭文字をと

り「Call-A-CABʼNGo」と称している。 

Call(助けを呼ぶ):同僚，小隊などと連絡

をとり助けを呼ぶ。何が起きてどこに脅

威があるかをしっかりと伝える。 

A(abolish threats;脅威の排除):すべて

の脅威を適切に見極め排除する。脅威が

排除されたら傷病者を遮蔽物まで脱出さ

せて，傷病者の評価を開始する。傷病者

を遮蔽物まで連れて来るか，遮蔽物を傷

病者のところへ持っていくまで、事態対

処救護要員は処置を行わない。

CAB(circulation, followed by airway 

and breathing;循環，それに続く気道，

呼吸):四肢からの大量出血や四肢の切断

を認めた場合は直ちにターニケットで止

血する。その後気道と呼吸の評価を行う。 

N(neurologic status check;神経学的状

態のチェック):傷病者の意識状態と明ら

かな四 肢の麻痺があるかを判断する。 

Go(搬送):後方の救護所もしくは医療施

設へ搬送する。 

 

活動区域と職種に応じた傷病者評価 
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事態対処における傷病者評価の流れ  

 

現場から離脱する方法 

 

2. 戦術的戦傷者救護 Tactical Combat 

Casualty Care（TCCC=TC3）研修 

講師：１等陸曹、救急救命士 

参加者：30名  

資格（医師５、歯科医師２、救急

救命士 20、警察官１、刑務官１、

その他１） 

 職域（病院５、大学２、警察１、 

法務省１、海上保安庁４、自衛隊

２、消防 11、一般企業２、その他２） 

研修内容 

① TC３概論 

• TC3 における３つの目標 

➢ 負傷者の治療 

➢ さらなる負傷者の発生防止 

➢ 任務の完遂 

• 良い医療と良い作戦行動は、常に同

一とは限らない。 

• Take On Your Feet. 迅速な判断 

• 防ぎ得る戦闘死の原因 

➢ 圧迫可能な大出血 

➢ 気道閉塞 

➢ 緊張性気胸 

➢ 低体温 

② TC3（CUF/TFC/TACEVAC） 

• Care Under Fire: CUF（砲火下の救

護） 

➢ 敵の脅威に直接さらされて

いる状況下での救護である。 

➢ 安全確保のために、撃ち返す、

または隠れなければならな

い。 

➢ 主眼は、四肢の大出血であり、

致死的な四肢大出血への緊

縛止血以外の処置は実施し

ない。 

• Tactical Field Care: TFC（戦術的

野外救護） 

➢ 敵の直接的な脅威が収まっ

た、あるいは、制圧できた状

態での救護である。 

➢ 提供可能な範囲で、全ての救

護 

が実施可能である。しかし、

依然として作戦 地域内であ

るため「安全」ではなく、い

つ CUF の段階に戻ってもい

いように 、常に脅威に対し

360°警戒を継続する必要が

ある。また、武器を安定化さ

せる必要がある。 

➢ 主眼は、圧迫可能な大出血・

気道閉塞・緊張性気胸・低体

温であり、MARCH*1/PAWS*2 に

よる救護を実施する。 

• Tactical Evacuation Care: 
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TACEVAC（戦術的後送救護） 

➢ 後送の段階である。 

➢ 救護における TFC との大き

な違いは、衛生要員の存在と

各種の電子医療機器が利用

可能になることである。 

➢ 実施すべき救護は TFCとほ

ぼ同じである。 

 

＊1 MARCHと実施すべき対応 

M（大出血の止血）：止血帯、止血剤、 

圧迫包帯 

A（気道管理）：前傾座位、回復対位、 

用手気道確保、経鼻エアウェイ、 

輪状甲状靭帯切開 

R（開放創の閉鎖、緊張性気胸の脱気）： 

弁付き・なしチェストシール、 

胸腔穿刺 

C（止血、循環動態回復）： 

止血の再評価と完全な止血、静脈路 

または骨髄路の確保、輸液、輸血 

H（低体温対応）：保温 

＊2 PAWS  

P（疼痛管理） 

A（抗生剤投与） 

W（眼外傷を含む創傷保護） 

S（副木固定） 

③ Skill Station1（TQ Application） 

• Combat Application Tourniquet○R

（CAT)と他の四肢用止血帯の使

用方法、リセット法の実習 。 

 

 

 

 

 

 

 

④ Skill Station2（開放創の露出、評価

と止血法の実習） 

 

⑤ Skill Station3（気道管理, 経鼻エア

ウェイ, 負傷した眼の保護 etc.） 

⑥ Skill Station4（TCCC 診療記録, 

LINE-9*3：医療搬送を要請する際に伝

えるべき情報, Drag & Carry：離脱・

後送の方法） 

*3 LINE-9 

① 患者を迎えに行く場所 

② 無線周波数など 

③ 優先カテゴリー別の患者数 

④ 必要とされる特殊な機器 

⑤ 必要な搬送方法毎の患者数 

⑥ ①の安全性 

⑦ ①の目印 

⑧ 傷病者の国籍・身分 

⑨ CBRNE 汚染 

⑦ MARCH の実践 

⑧ 安全境界線の考え方と行動, 傷病者

集積所, 武器の管理・無力化・安全管

理  

⑨ チームでの対応練習、チームビルディ

ング、実戦訓練対応の打ち合わせ 

⑩ Trauma Lane1 （実戦想定訓練１） 

屋上で実施。複数の傷病者に CUFを実

施し、敵の脅威に直接さらされている
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状況下から離脱して TFCを実施しな

がら医療搬送要請をして救出。 

 

⑪ Trauma Lane2 （実戦想定訓練２） 

草むらで実施。複数の傷病者に CUF

を実施し、敵の脅威に直接さらされて

いる状況下から離脱して TFCを実施

しながら医療搬送要請をして救出。戦

闘員も負傷する想定、武器の無力化を

実施。 

 

⑫ まとめ、質疑応答 

 

Ｄ．研修で抽出された課題と対応策 

• 医療者、消防職員は戦闘経験がないた

め危険な状況に関して実感がわかず、

武器（銃器）の取り扱いにも不慣れで

ある。 

• 安全管理を徹底するためにも、また医

療者・消防職員がテロ事案・事件現場

での医療救護の実施困難性を理解す

るためにも、関係機関の職員が充分な

座学をした上で、実戦想定訓練を繰り

返すことが重要である。 

• 医療者、消防職員が CUF を実施する

ことは極めて困難であり、法執行機関

隊員が事態対処医療、特に CUF の知

識・対処方法を習得する必要がある。 

• 医療者・消防職員は CUF を理解し、

連携を深めるべきである。 

• TFC に関して、創傷処置・気道管理・

薬剤投与など法執行機関隊員が実施

可能な処置を考慮して、整備する必要

がある。 

• 今回の研修を、本邦における法執行機

関との医療連携に応用するためには、

法執行機関で過去に経験した、または

直面すると予想される課題（対応を要

するニーズ）を調査し、それらに対応

すべきである。 

• 法務省矯正局からの参加があり、矯正

施設においてもニーズがあることが

わかった。 

 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関

する国内外の知見を基に、予防・検知・

対応能力の現状と課題を明らかにする研

究（若井聡 研究分担者） 

内閣官房が把握する専門家リストを基に、

CBRNE 関係の専門家、救急災害医療、救助

の実務者、行政関係者からなるネットワークを

構築した。若井分担研究者がこのネットワーク

の実効性を確保し、情報交換、共有を目的とし

た会合を以下のように開催した。 

 

＜令和元年度＞ 

【第 1回会合】 

日時：令和 2年 1月 21日 

参加者：30名 
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プログラム： 

① G20 大阪サミットにおける医療体制の構築

－都市開催モデルの構築－ 

≪概要≫ 

 サミット主催国として日本政府が求める要件

を満たすべく、都市開催型サミットとしての『大

阪モデル』を構築し、開催地の特性を生かした

医療提供体制を提案した。これに基づき、サミ

ット関係者への迅速・的確な医療提供とともに、

日常の救急医療への影響が最小限となるよう

な体制を構築した。具体的には、早期より医療

担当行政部門・各組織と連携し、様々な調整

機能を備えた医療対策本部を設置すると共に、

現地の医療機関における対応（首脳受入れ病

院、協力病院等）は大阪の医療チームが、サミ

ット会場・ホテルにおける医療対応は大阪以外

の医療チームが担当する体制を構築した。結

果として、サミット期間中の医療動向調査より、

日常救急体制に搬送体制に大きな影響は生じ

なかったことが示された 

 

② 東京オリンピック・パラリンピックに向けた化

学テロ対応の改変 

≪概要≫ 

 化学テロ対応における現状の課題としては、

一般的現場対応では救助体制構築に時間を

要しすぎる（＝人命救助困難）事に加え、種々

の状況（要配慮者）に対する配慮が欠落してい

るという点が挙げられる。これに対し、被災者の

救命と現場対応者の安全確保の両立する観

点から、効率的で現実的な現場対応の在り方

を再考し、『化学テロ等発生時の多数傷病者

対応（病院前）活動に関する提言』を作成した。

また本提言を踏まえ、厚生労働省化学災害・テ

ロ対策に関する検討会では、現場対応者によ

る解毒剤自動注射器の使用についての検討

がなされ、一定の条件下での自動注射器使用

について違法性が阻却されることなどが報告

書にまとめられた。更に、NBC 研修等での

CBRN（E）災害の病院対応についても、病院前

と病院対応の連動性を講じる形に改訂を行っ

た。これらを踏まえ、東京オリパラに向けては、

CBRNE テロ・災害を日常的な救急・救助業務

に組み入れる（通常の迅速対応を基盤にして

上乗せを検討）ことで、現実性のある対応へ再

構築を進めていく必要がある。 

 

③ 世 界健 康安 全 保 障行 動 グ ル ー プ

（GHSAG）  

化学イベントWG（CEWG ）会議報告 

※第 2 回会合は 3 月に予定していたが、新

型コロナウイルス感染症対応に従事してい

る関係者が非常に多く、また感染リスクの

高い状態での会合実施は 3 月時点では不適

切と考えられたため、第 2 回会合は中止と

した。 

 

＜令和 2年度＞ 

【第 1回会合】 

日時：令和 3年 3月 22日 

参加者：8名（現地参加 6名、WEB参加 2名） 

プログラム： 

① 新型コロナウイルスへの対応 

（国立病院機構本部 DMAT 事務局 次長 

近藤 久禎） 

≪概要≫ 

 DMAT による新型コロナウイルス感染症対応

について、初期の武漢帰国者・ダイヤモンドプ

リンセス（DP）号対応、その後の市中蔓延での

病院・施設等で発生したクラスターへの対応に

ついて、感染制御だけでなく、災害医療の観

点からの支援の必要性について報告した。ま

た、新型コロナウイルス感染症による医療崩壊

の原因について、一般災害との相違点（＝福

島第一原発対応への共通点）も踏まえながら、

課題として提示した。 
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② 神奈川県の新型コロナウイルスへの対応 

（神奈川県 医療危機対策統括官 阿南 

英明） 

≪概要≫ 

 DP 対応から始まった神奈川県における新型

コロナウイス感染症対応について、DP 対応の

課題を踏まえた緊急医療体制の『神奈川モデ

ル』の作成、医療機関のリソース（ヒト・モノ）情

報管理システムの構築、クラスター対応チーム

の設置、入院優先判断スコアの導入など、災

害医療の考え方も踏まえた施策の報告を行っ

た。 

 

＜令和 3年度＞ 

令和 3 年度は「オリパラにおける NBC テ

ロ対応の振り返りと今後のマスギャザリン

グイベントにおける方針」をテーマに、国

立感染症研究所感染症危機管理研究センタ

ー長 齋藤智也氏（厚労科研「大規模イベ

ント時の健康危機管理対応に資する研究」

の成果報告）及び藤沢市民病院副院長/神奈

川県医療危機対策統括官 阿南英明氏（厚

労科研「2020 年オリンピック・パラリンピ

ック東京大会等に向けた化学テロ等重大事

案への準備・対応に関する研究」における

自動注射器関連成果の報告）より知見共有

を行うべく調整を図ったが、両氏及び主任

研究者・分担研究者共に新型コロナウイル

ス感染症対応のため非常に多忙であるため、

今年度の開催は見送った。 

 

Ｄ．考察  

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関

する公衆衛生及び医療の予防・検知・

対応に資する人材の強化に関する研究

（高橋礼子 研究分担者） 

≪医療分野≫ 

本研究におけるアンケートでは、回答数

が少なかったため、正確な検証を行う事は

困難であったが、MED-ACTは一般医療従事者

による CBRNE テロ対応に有用であるとして

受け入れられる傾向にあると考えられる。

また、テロ発生時のみではなく、病院マニ

ュアル作成など事前準備・学習に向けたツ

ールとして有用とのコメントも頂いた。 

本ツールの内容の充実度としては、全体

的に丁度良いという回答が中心であった。

但し、総論部分については資料のリンク切

れという事もあり、内容不足との回答も見

られた。こちらは最新版の資料が掲載出来

るよう、厚労省との調整若しくは公開資料

の確認を進める。 

また、本ツールの使いやすさについては、

各分野で構成が揃っていない事による見づ

らさの指摘や、フローチャートの活用・追

加等の要望が散見された。個別の分野で見

ると、核・放射線テロ及び爆発テロについ

ては、読みにくい・見にくいという意見は

なかったが、それ以外は意見が分かれる傾

向にあった。この理由としては、核・放射

線及び爆発テロについては、1つのガイドラ

イン・指針としてまとまっているものであ

り、また両分野共に対応フローチャートが

盛り込まれていることが理由として考えら

れたが、本ツールのコンテンツは既存資料

の活用をメインとしているため、各分野で

の構成の不一致等への対応には限界があっ

た。但し、化学テロの院内対応については、

一般医療機関向け及び三次救急・災害拠点

病院等向け共に簡易的なフローチャートが

掲載されているため、構成の変更含め、来

年度以降の課題として対応することとした

い。 

更に本ツールの機能面では、検索機能が

不十分（大まかな位置表示しかされない）

であることへの指摘があったが、ピンポイ

ント表示のためには高度なシステムが必要

となり、改訂に必要な経費が高額となって

しまうため、こちらも来年度以降の課題と

して継続的に対応することとしたい。 
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≪公衆衛生分野≫ 

社会医学系専門医研修において、テロ対

応能力の獲得・向上も含めた研修プログラ

ム（案）を作成し、それに沿って実際に専

攻医の課題実施・指導医による指導を行っ

た所、概ね好意的な評価を頂いた。しかし、

課題の難易度についてのヒアリングにおい

て「知識を身に着ける機会が少ない（教科

書・勉強会など）」という要望に対し、元々

は NBC 専門家会合の場を活用する予定でい

たが、令和 3 年度は新型コロナウイルス感

染症流行及びその対応が続いており、NBC専

門家会合自体が開催されなかったため、十

分対応することが出来なかった。これを踏

まえ、研修プログラム（案）の「2．課題の

具体例」の中に『テロ関連研修等の運営サ

イドでの参加』を加え、プロジェクトマネ

ジメント等の経験及び基本的なテロ対応知

識を学習できる課題付与の例として提示す

ることとした。 

 今後は本研修プログラム（案）を踏まえ、

本研究班各研究者が関与する社会医学系専

門医プログラムにて、専門医を目指す医師

へのテロ対応能力の獲得・向上に向けた指

導を行うと共に、他施設プログラムにおけ

る活用に向けて周知を図っていく。 

 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関

する国内外の最新の科学的・政策的知

見に関わる研究 

 放射線：明石真言 研究分担者 

以上に述べた国際機関、NPO、消防、

警察、大学等が実施した研修に参加し

た。我が国の従来の RN災害やテロに対

する医療対応の研修は、そのほとんど

が原子力施設のある自治体に限定され

ていた。しかしながら、今回参加した

研修は、原子力施設の有無に関係にな

く参加できる研修であり、このことは

重要である。放射線による災害は、ど

この国でも、どこの地域、自治体でも

起こりうることを考慮すれば、研修の

在 り 方 に も 変 化 が 起 き 、 first 

responders には不可欠であるという考

えが、多くの自治体に浸透してきてい

る。例えば、千葉市消防学校を持つ千

葉市、また千葉県には原子力施設がな

い。この考えをよりひろめることは、

重要である。 

First responderである消防と警察そ

して医療者にとって経験は重要である

が、放射線による事故や災害は頻度が

低く、世界中で起きた事故情報を共有

することは有用であり、そのためにも

更なる情報収集が求められる。 

 

 生物剤及びリスクコミニュケーシ

ョン：齋藤智也 研究分担者 

GHSAG の活動は、BioWGの関係者の多

くが新型コロナ対応に動員され、生物

テロ対応に関する議論を継続すること

は困難であったが、ようやく本来の活

動である生物テロに関する対応の検討

を戻していく方向性が再確認され、令

和４年度より本格的に活動再開するた

めの準備が行われた。 

COVID-19 への対応は、自然発生の感

染症への対応であったことから、バイ

オテロで必要となるであろう、高病原

体に曝露された患者の搬送・検査・治

療、そのための警察や消防の連絡・連

携体制、事案現場の交通封鎖及び現場

保存、サンプリング、適切な除染の実

施、テロ実行者に繋がるプロファイリ

ング、国民に対する情報発信の要領な

どは、新型コロナウイルス感染症

40



（COVID-19）のための「実地訓練」で

は十分ではないことを理解しておかな

ければならない。 

COVID-19 対応からの生物テロへの教

訓をフィードバックしつつ、より生物

テロを中心としたグローバルな感染症

問題について、専門的な議論を行う機

会を探っていく必要がある。 

 

 化学剤：嶋津岳士/大西光雄 研究

分担者 

2021年度も COVID-19パンデミックの

ため CEWGの活動は種々の制約を受けた。 

オピオイド（麻薬系薬剤、Opioid）が

人為的に散布されて多数の死傷者が発

生する可能性はすでに想定されており、

その場合の対応は喫緊の課題であると

考えられた。例えば、ロシアの劇場で

使用されたと考えられているが、多数

の死者が発生している上に、当初の医

療対応は縮瞳という症状が似ているた

め神経剤を想定していた可能性が示唆

されている。わが国ではまだ十分に認

識されておらず問題である。治療には

解毒薬（ナロキソン）の備蓄が不可欠

となる。適切に対応するためには、準

備段階として新しい脅威であることを

医療関係者に周知すること、解毒剤の

使用方法、あるいは自動注射器や点鼻

薬といった多数傷病者へ投与可能な薬

剤の国内承認を得ておくことが挙げら

れる。また、実際に発生した場合のた

め、覚知や鑑別するための方法や、そ

の情報を中毒情報センターおよび緊急

時対応機関で共有し、関係するすべて

の組織、機関がその役割を発揮できる

よう訓練が必要である。また、市民に

もそのリスクの認識を広げるための活

動が求められている。 

化学災害からのコミュニティーの回

復に関するシンポジウムが 2022年 1月

に開催された。化学災害のみならず、

COVID-19 感染症、原子力災害、爆発事

故といったコミュニティーに甚大な影

響を及ぼす事案が取り上げられた。そ

れぞれの事案において、コミュニィテ

ィの課題、健康・公衆衛生上の課題、

環境面での課題、リスクコミュニケー

ションという側面から討議された。 

CEWG の現在の取り組みは広範囲に影響

を及ぼす公衆衛生的な側面を中心に行

われている。しかしながら、昨今の日

本での犯罪事情を考えた場合、多数傷

病者を発生させるための事件が複数生

じており、手段が化学物質であった場

合に非常に対応しにくい場面が想像さ

れる。具体的には避難・脱出路が限ら

れた状態での化学物質散布に対する準

備ができているかどうかという懸念が

ある。化学物質の除染を含む初期対応

の訓練は屋外で行われることが多い。

しかし、以下の事案が発生した場合、

現在の対応方法ではどこまで傷病者を

救出できるか疑問がある。 

 高層ビルの高層階での化学物質散

布 

 走行中の列車といった停車位置に

よっては救出が極めて困難な（トン

ネル内など）状況での化学物質散布 

このような場合には、従来の訓練で

の対応は極めて困難となるであろう。

空調により他の空間へ拡散する（ロシ

アの劇場での opioid散布は空調を利用

したと言われている）、窓が開けられな

いために換気が不十分になる、水除染

を行う空間が確保しづらい、といった
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ことが考えられる。除染ローションな

ど現場で対応可能な資機材の採用も考

慮しなければならないかもしれない。 

化学災害等からのコミュニティーの

復興に関するシンポジウムは WEB 開催

であったが日本からは私を含めて数名

程度しか参加していなかった。日本時

間の深夜 2 時ごろからの開催であった

ので聴講は難しかったと考えられる。

近日、シンポジウム内容が公開される

予定である。 

このシンポジウムでは被災地域のコ

ミュニティーの評価やリスクアセスメ

ント、心理社会学的な介入方法など多

岐にわたるものであったが、実際 CBRNE

災害が発生した時に必ず問題となる事

項であり、日本でも平時から取り組ん

でおく必要性がある。 

また、CEWG メンバーで話題になった

こととして、化学災害時の初動などを

一般市民に示すツールがあった。少な

くとも二つ確認することができる。 

一つは米国疾病予防管理センター

（CDC）による一般市民への情報提供

“Chemical Emergencies”である。 

https://www.cdc.gov/chemicalemerge

ncies/index.html 

もう一つは米国国土安全保障省によ

る“Ready”サイトである。 

https://www.ready.gov/chemical 

ともに化学災害発生時の一般市民に

対する対応法が示されている。“Ready”

においては平時からの取り組みに関し

ても示されている。 

発災時にできるだけ被害を軽減する

ためには一般市民に対する活動も必要

であろうと考えられた。このような一

般市民に対する取り組みは、以前に吉

岡敏治先生（現森ノ宮医療大学副学長）

が 2018 年の第 40 回日本中毒学会総会

（大阪）にて収録された“毒ガス講談”

があるが、前述の二つのサイトで示さ

れるように、一般市民の自らを守るた

めの行動指針を示すのも被災地域コミ

ュニティーの被害軽減を考慮した取り

組みであろうと考えられた。 

毒ガス講談（2019 年 5月 7日公開） 

https://www.j-poison-ic.jp/top_top

ic-2/ 

言い換えれば、一般市民と共通知

識・共通目標を持つことこそが、事態

への対応を強化しやすくなるのではな

いだろうか。シンポジウムで提示され

た過去の化学災害対応から、一般市民

を含め行政・専門家が横断的に対応す

ることが健康危機事態への医療対応の

向上に必須（少なくとも事後には必須）

と考えられた。 

また、今回のシンポジウムでも地域

の水が汚染される事案が複数報告され

たが、日本の場合、特にビルの貯水タ

ンク等への有毒物質の混入は想定して

おくべきリスクであると考える。故意

ではないが地下水がヒ素化合物で汚染

されていた事案としては、茨城県神栖

市のジフェニルアルシン汚染事案

（2003 年）がある。和歌山毒物カレー

事件（1998 年）のような飲食物への混

入は現在も適切に対応できるであろう

か。 

なお、令和 3 年度より分担研究者が

嶋津岳士氏から大西に変更となるに伴

い、大西が CEWG代表メンバーとなった。

議 長 は 英 国 代 表 で あ る Danny 

Sokolowski 氏が務めることとなった。 
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 爆弾テロ・爆傷：齋藤大蔵 研究分

担者 

（研究１）本邦では東京オリンピッ

ク・パラリンピックが終了したものの、

大阪万博などのビッグイベントが続く。

諸外国における爆弾テロ多発の状況は

対岸の火ではなく、わが国においても

テロリズムに対する事態対処救護・医

療を身近なものととらえ、万が一の時

の備えを考えていかなければならない。 

本邦においては救急車等の参集する現

場救護所は、現実的に限りなくコール

ドゾーンに近いウオームゾーンと設定

するしかない。ただ、国内の爆弾テロ

対応に対しては事件現場であるホット

ゾーンから救急車が参集する場所まで

を担当する救護組織が、警察の特殊部

隊以外に決まっていない。国内の大き

なイベントに関する武器使用のテロ対

策としては、第一線救護で訓練をして

いる自衛隊を活用するのがベストであ

ると思料する。いずれにせよ、爆弾テ

ロに対する救急救護体制は、多職種連

携による切れ目のない救急救護体制が

望まれる。 

（研究２）防衛医科大学校に設置され

たブラストチューブでは 1 次爆傷（衝

撃波損傷）と 3 次爆傷（爆風による鈍

的外傷）の複合型損傷を再現性よく発

生させることができる。また、閉鎖空

間における衝撃波および爆風の曝露に

よって、開放空間よりも重度の爆傷が

生体に生じる。駆動圧 3.0MPa のコント

ロールのブタの生存率は約 50%であり、

type2 の防弾チョッキを着用させると

呼吸停止の発生率が低下して、呼吸停

止したブタも自発呼吸が自然に回復し

て生存率 100%であった。また、胸部と

上後頸部を保護した鋼鉄製の防御具装

着のブタは、呼吸停止を発生させず全

て生存した。以上のことより、胸部と

上後頸部の防御が即死を免れるには重

要であることが示唆された。 

一方、小動物のマウスに LISW を用い

て行った研究では、衝撃波の胸部への

曝露直後に発生する著しい血圧低下に

対して、ノルアドレナリンの直後投与

がアドレナリンやドブタミンよりも血

圧回復に有効であり、救命率の向上を

認めた。ブラストチューブを用いてブ

タに衝撃波・爆風を曝露させた研究で

も、直後に発生した血圧低下に対して

ノルアドレナリン投与が血圧上昇に有

効であったので、爆傷の救命即時治療

にノルアドレナリン投与の有用性が示

唆される。 

 

 自衛隊・軍事関連分野における国際

知見（NBC 関連）：木下学 研究分

担者 

 今日の世界情勢、とくに健康危機管

理に関しては、2020 年 1 月の中国武漢

での新型コロナ肺炎の発生により一変

したと言っても過言ではない。これよ

り以前の生物学的脅威は SARS や MARS、

エボラやエイズであった。しかし、

COVID19は一見、発症していないような

ヒトでもウイルス感染を媒介してしま

う、非常に危険なウイルス感染症であ

る。その結果、世界的なパンデミック

が起こってしまった。繰り返しになる

が、COVID19 は生物剤（兵器）として優

れた特徴を有しており、安全保障上も

深刻な脅威である。もっとも、世界中

で 5 億人以上が感染した今、COVID19ウ

イルスも自然界に存在するような普通
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のコロナウイルスのような弱毒性と感

染性を獲得しつつあるようにみえる。

COVID19 パンデミック対策の救世主と

もいえる存在となった mRNAワクチンは

DTRA が開発を支援していた。その DTRA

が主催した CBD S&T 2019 では Human 

(Organs)-on-a-chip がトピックスとな

っていた。初期の COVID19 のような未

知なるウイルス感染に対する解毒剤の

開 発 に 関 し て も 、 Human 

(Organs)-on-a-chip が極めて有用な

tool になり得ると考えられる。 

 ConRad 2021ではビタミン Cの放射線

防護効果、とくに腸管傷害減弱効果を

発表した。いくつもの動物実験により

ビタミン C の放射線防護効果は証明さ

れているが、ヒトでの検討は未だない。

臨床試験の候補となるのは、あらかじ

め腸管への放射線照射が予定されてい

る担癌患者の骨盤照射症例であるが、

放射線の抗腫瘍効果を減弱させないこ

とが臨床試験の前提条件となるため、

今回の研究を実施した。今回の研究か

ら、ビタミン C の大量経口投与が放射

線による抗腫瘍効果を減弱させること

なく、放射線の腸管傷害を軽減できる

ことが分かった。ドイツ連邦軍放射線

生物学研究所があるミュンヘンはチェ

ルノブイリ原発から近く、今も草原地

帯には原発事故による残留放射能が認

められている。今後は日独で、担癌患

者の骨盤照射症例でのビタミン C の放

射線誘発腸管傷害への防護効果を検証

していくことを予定している。 

 Medical Biodefense Conference 2021

では SEB の経気管投与マウスモデルを

紹介したが、スーパー抗原である SEB

はバイオテロに用いられる可能性の高

い生物剤の１つで、かつて米ソで実際

に生物兵器として開発されていた。ス

ーパー抗原はマクロファージを介さず、

直接、ヘルパーT細胞を活性化すること

で大量の炎症性サイトカインが産生さ

れ、ヒトに重篤なショック病態を誘導

する。ソ連崩壊後はこれらの生物兵器

開発に携わった研究者の一部が中華人

民共和国や朝鮮民主主義人民共和国に

渡ったと言われている。SEB は極微量で

ヒトに対して致死作用があり、エアロ

ゾルでの吸入による攻撃が想定されて

いる。しかしながら、マウスなどの実

験動物のヘルパーT細胞は SEBとの結合

性が低く、ヒトで見られるような SEB

ショックが再現できない。スーパー抗

原が直接、ヘルパーT細胞を活性化する

には、マクロファージの存在も重要で

ある。そこで、マウスでヒトの T 細胞

や B 細胞、NK 細胞、さらにマクロファ

ージを持ったヒト化マウスを作製し、

これに SEB を経気管内投与した。SEB投

与後、ヒトの IFN-γをはじめとする大

量のヒト由来の炎症性サイトカインが

誘導され、SEB ショックの病態が実験動

物でも再現できた。今後はこのモデル

を用いて、SEB に対する防護剤の研究開

発を進めて行く。 

 2024年の 2月 24日に発生した露軍の

ウクライナ侵攻は、ヨーロッパに勃発

した新たな安全保障上の重大な危機で

ある。歴史的にみても、生物化学兵器

の使用は、敵対する陣営間での危うい

均衡が崩れた時に起こる可能性がある。

かつてのシリア内戦での露軍・アサド

政権軍の化学兵器使用がこれに当ては

まると考えられる。今回のウクライナ

戦争でも、NBC 兵器の装備は露軍が圧倒

44



的に優位であり、その使用が懸念され

ている。露軍の侵攻状況を見ていると

人道上の配慮はほとんどなく、化学兵

器を露軍が使わない理由が見当たらな

い。なぜ、露軍が化学兵器を使用しな

い（できない）のか、西側の安全保障

担当の分析官はおそらくはその理由を

必死に探っていると思われる。一方、

例え防護対策研究用として生物剤・化

学剤を保有していても、保有している

限りは漏洩する可能性があるのも事実

である。仮に漏洩事故が起こっても、

初期の段階でこれを公表して迅速かつ

適切な対応に当たることが、被害を最

小限に食い止める最善の方法と考える。

とくに生物剤は初期段階での対応を誤

れば、その拡散が制御できない程の広

範囲に及ぶことが容易に想像される。

現代社会の人やモノの異常なまでの活

発な移動拡散行動は、まさにこれに触

媒的な働きをすると考えられ、注意が

必要である。武漢での COVID-19発生初

期の対応の失敗は致命的であり、現在

に至るまでの人類史上に残る惨事の大

きな原因となっている。 

 

 自衛隊・軍事関連分野における国内

知見（救急・災害対応）：竹島茂人 

研究分担者 

 病院をはじめとした施設には、夫々

が作られた歴史的背景や役割がある。

安全保障の点からは、病院は通常患者

のみならずＮＢＣ患者を受け入れる事

にも配慮した構造を持つ必要があると

思慮する。 

 また、地理学的に有事の際に役割が

与えられる可能性が高い医療施設には、

その役割が担える設備を与えなければ

ならない。 

 

 医療と法執行機関との連携：若井聡

智 研究分担者 

本邦でも昨今、「ふじみ野市散弾銃男

立てこもり事件」や「東京都大田区猟

銃男立てこもり事件」（共に令和 4年）

など、銃器を使った立てこもり事件（事

態対処事案）が散発している。今後も、

このような事案が増加する可能性が高

いと考えられる。そのため、事態対処

医療の普及と研修・訓練の実施が急務

であると思われる。今回実施した TC3

研修・訓練は、戦闘現場を想定したも

のであるが、本邦における法執行機関

との医療連携に応用するためには、法

執行機関で過去に経験した、または直

面すると予想される課題（対応を要す

るニーズ）を調査し、それを基にした

研修・実戦訓練を実施していく必要が

あると考える。また、現時点では医療

者・消防職員が、脅威にさらされてい

る状況下での救護・医療を実施するこ

とは極めて困難であると考える。そこ

で、法執行機関隊員が事態対処医療の

知識・対処方法を習得する必要があり、

医療者・消防職員は脅威にさらされて

いる状況下での救護の困難性と重要性

を理解し、全関係機関が連携を深める

べきであると考える。 

 

⚫ CBRNE テロ災害・マスギャザリングに関

する国内外の知見を基に、予防・検知・

対応能力の現状と課題を明らかにする研

究（若井聡 研究分担者） 

令和元年度後半以降、世界的な新型コロ

ナウイルス感染症の流行のため、CBRNE テロ

等の対応・対策に関する直接的な知見のア
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ップデートは各分野とも遅延していた一方

で、今般の新型コロナウイルス感染症対応

では、東日本大震災の福島第一原発での原

子力災害対応と共通する課題も散見された。

令和 2 年度は、こういった他ハザードの影

響も踏まえたテロ対策・対応等について医

療従事者・研究者のみならず、医療・消防・

セキュリティ等の行政担当者や軍事関連の

専門家等が、それぞれの立場から討議・意

見交換を行えたことは非常に有意義であっ

た。 

 一方で、本会合はセキュリティや専門性

の高さなどの観点から、専門家によるクロ

ーズドな会合となっている側面があるが、

これまでに明らかにされた課題・改善点に

継続的に対応していくためには、本邦の健

康危機管理対応を担う次世代の人材の育成

が必要である。このため、今後も引き続き

健康危機管理・テロリズム対策に関連する

情報、特に今後の国際的大イベントの振り

返り・課題整理と各方面からの知見を本会

合にて共有すると共に、CBRNEテロ災害・マ

スギャザリングに関する医療及び公衆衛生

における対策に係る人材育成の場としても

活用していくことが重要である。 

 

Ｅ．結論 

 本研究では、世界的な新型コロナウイル

ス感染症の流行を踏まえた感染症関連分野

での新知見の整理を行うと共に、各分野に

おけるテロ対策・対応等について情報収

集・整理を行った。また H31 小井土班から

引き続き、MED-ACTの改訂・評価とテロ対応

人材育成に向けた社会医学系専門医研修プ

ログラム（案）の作成を行った。 

なお最終年度は NBC 専門家会合の開催は

できなかったが、専門的な知見から意見交

換する枠組みを保持すべく、後続研究にお

いて継続した実施を図りたい。 
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回日本災害医学会総会・学術集会

2022.3.3（広島）

34) 大西光雄 日本中毒学会合同シンポジ

ウム「化学テロと吸入剤による中毒-新

しい脅威（opioid）を踏まえて」第 48

回日本毒性学会学術年会 2021.7.9（神

戸） 

Ｇ．知的財産権の取得状況 

1. 特許取得：

2. 実用新案登録 ：

3．その他 ： 
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